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○議長（大嶽 弘君） 皆さん、おはようございます。 

   早朝より、御審議、御苦労さまです。 

   ここで、町長から発言の申し出がありましたので、発言を許します。 

   町長。 

〔町長 大須賀一誠君 登壇〕 

○町長（大須賀一誠君） おはようございます。 

   議長のお許しをいただきまして、１件御報告でございます。 

   皆様方のお手元に交通死亡事故発生速報Ｎｏ.４というのが届いているかと思います

けれども、６月８日の午前０時半に２３号のバイパス、須美のインターチェンジから上

がったところで事故が発生いたしまして、東京の大学生が事故を起こし、とうとい命を

亡くされたという状況でございまして、私ども今、５６６日か５６７日ということで死

亡事故がなかったわけでございますけれども、今年度に当たりまして１件をカウントせ

ざるを得ない状況でございます。 

   今後とも、交通死亡事故のないように交通安全にさらに努めてまいりたいというふう

に思っておりますので、１件報告をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

〔町長 大須賀一誠君 降壇〕 

○議長（大嶽 弘君） 御報告いたします。 

   大竹企画部長は体調不良のため、本日の会議を欠席する届け出がありましたので、御

報告いたします。 

   ただいまの出席議員は１６名であります。定足数に達しておりますから、これより本

日の会議を開きます。 

                             開議 午前 ９時０２分 

○議長（大嶽 弘君） ここで、総務部長から発言の申し出がありましたので、発言を許し

ます。 

   総務部長。 

〔総務部長 小野浩史君 登壇〕 

○総務部長（小野浩史君） 議長のお許しをいただきましたので、発言をさせていただきま

す。 

   議案質疑に関します事前要求資料につきまして、お手元のほうに本日配付させていた

だきましたので、よろしくお願いを申し上げます。 

   以上でございます。 

〔総務部長 小野浩史君 降壇〕 

○議長（大嶽 弘君） 本日、説明のため出席を求めた理事者１３名であります。 

   議事日程は、お手元に配付のとおりでありますから、御了承願います。 

────────────────────────────── 

  日程第１ 

○議長（大嶽 弘君） 日程第１、会議録署名議員の指名をいたします。 

   会議規則第１２０条の規定により、本日の会議録署名議員を、１番 中根秋男君、２

番 杉浦あきら君の御両名を指名いたします。 
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──────────────○─────────────── 

  日程第２ 

○議長（大嶽 弘君） 日程第２、第３０号議案から第３６号議案までの７件を一括議題と

いたします。 

   説明は終わっておりますので、これより質疑を行います。 

   質疑の方法は、議案番号順に従い、通告順といたします。 

   発言は、会議規則第５５条及び第５６条の規定により、１議題につき１人１５分以内

とし、質疑の回数制限は行いません。 

   理事者の答弁時間の制限はありませんが、議員の発言時間制限にかんがみ、簡明なる

答弁をお願いいたします。 

   まず、第３０号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山千代子君。 

○13番（丸山千代子君） 寄附金の税額控除の改正についてでありますけれども、これは復

興特別税が課税されることから、ふるさと寄附にかかわる見直しということであります

けれども、このふるさと寄附金の件数と金額について、幸田町での影響額等についてお

尋ねするものであります。 

   このふるさと寄附にかかわる見直しによって減収が生じるわけでございますけれども、

この、国の負担というのはどうなるのかということでございます。 

   資料で出していただきました影響額、これにおきましては、見込み額として平成２５

年度の実績ベースによって試算をされたということでありますけれども、約２万２,０

００円個人町民税が増収となるということになっておりますけれども、この点について、

これも説明をいただきたいというふうに思います。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 一般的に言われておりますふるさと寄附につきましては、全て

の都道府県市区町村に対する寄附と位置づけられております。 

   また、震災の関係で日本赤十字社や中央共同募金会などに義援金として寄附をする場

合も、このふるさと納税の扱いとなります。 

   実績につきましては、幸田町に住民票がある方が確定申告においてふるさと寄附をし

た方は、東日本大震災のありました平成２３年中の件数が１７２件、額が１,５７１万

８,０００円、翌２４年中の件数につきましては、２６件、２７２万１,０００円であり

ます。 

   ただ、この内訳につきましては、義援金であるのか、それ以外のものなのかという内

訳については、把握ができない内容となっております。 

   また、県外の方が、あるいは幸田町以外の愛知県の市区町村にお住まいの方が幸田町

にふるさと寄附をしていただいた件数につきましては、平成２１年中のものが３件、１

４万円、平成２２年中にありましたのが２件、３０１万円でありました。 

   今回の改正につきましては、東日本大震災を受けまして復興特別所得税ができました

関係で、こうした寄附をされた方の軽減控除が新たにこの復興特別税分も含まれました
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ので、その分が個人町民税の控除額に反映をされてくるということで、反映するという

ことは、控除額が個人住民税のほうが減るということで、収入という意味で、今回、２

万２,０００円という試算をさせていただいたところであります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 税負担軽減という点から言えば、これは住民にとっては、総枠は

変わらず、その控除される金額が復興特別税の分がふえるだけで、総枠は変わらないと

いうふうな現行制度から見た場合、枠としての考え方はそのようになっているというふ

うに、資料というか、いろんなものを見ますと、そのようになっているわけですけれど

も、今回の控除額の見直しに当たっては、幸田町にとってはどのような反映があるのか、

その点についてもお尋ねしたいというふうに思うわけであります。住民にとっては変わ

らないという内容になるのではなかろうかということでありますが、その点はいかがで

しょうか。 

   次に、住宅ローン減税についてお尋ねするものでありますけれども、関係資料におき

ましては、改正の概要の中身としては、東日本大震災に係る住宅借入金等特別税額控除

の適用期間等の特例ということで、所得税の住宅ローン控除の対象者が書かれているわ

けでありますけれども、これは東日本大震災にかかわる分だけではなくて、国民全体に

係る住宅ローン減税ということで、これは消費税増税の激変緩和策として拡充されるも

のではないかということでありますけれども、それによって間違いないかということで

ございます。 

   それから、この住宅ローン減税によっての影響見込み額、これを出していただきまし

たけれども、これについて減税に伴う国の補・というのはどのようになっているか、お

尋ねしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） まず、寄附金の控除の件でございます。 

   住民の方からとりますと、寄附金をしていただいた２,０００円を超える金額につい

て全額が控除されるという仕組みについては変わりはないということでございます。 

   それから、住宅ローン減税につきましては、資料の中で、東日本大震災を受けてとい

うことでありますが、この住宅ローン減税の含みが東日本大震災のことも大きな柱とあ

りましたので、資料中、そういう表現をいたしましたけれども、議員おっしゃっていた

だきましたように、国民全体に係ります住宅ローン減税の拡充という内容でございます。 

   それから、見込み額につきましては、試算をいたしまして、１年で約６０８万４,０

００円、資料の下段にあるとおりでございます。 

   なお、この国の補・の有無ということでございますが、全額国費で補・をされること

となります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） この影響見込み額につきましては、これはいつの分の影響見込み

額かということであります。 

   平成２６年から２９年までの入居者についての住宅ローン控除の適用は、これは実績

はないわけですので、これから駆け込み需要というものが予想されるわけでありますし、
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また同時に幸田町におきましては、住宅開発も進められている中で、こうした住宅ロー

ン控除に係る件数もふえてくるのではなかろうかというふうに思うわけでありますけれ

ども、いずれにいたしましても、これから消費税増税、来年の４月には８％、翌年の１

０月からは１０％という、こういう中にあって、勤労者の住宅取得にかかわるのが大変

なことになってくるということで、駆け込み需要もふえるかというふうに思うわけであ

りますが、こうした減税に伴う国の補・というものがきちっとなされなければ地方の税

収は減ってしまうわけでありますので、その点について、これは全額国費ということで

あります。 

   それから、次に延滞金についてでありますけれども、ようやくこの延滞金に係る引き

下げというのが１４年ぶりに実施をされるということのようでありますけれども、この

延滞金にかかわって算出される貸出約定平均金利というのが新たに算定基礎として、こ

れは出されておりますけれども、これと公定歩合との関係、この点についてはどのよう

になるのかお尋ねするわけでありますけれども、この条例を見ますと、今までは延滞金

については金額が示されていたわけでありますけれども、今度、どちらかを選ぶという

ことになるならば、これは延滞金は変動性になるのかということでありますけれども、

その点について説明をいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） まず、住宅ローンの試算内容のお尋ねだと思います。 

   実際には、２６年から入居をする人からということになりますので、あくまでも試算

値ということで計算をさせていただきました。 

   そのもとになりますのは、現在、住宅ローン控除を受けてみえて、控除額の最高額者、

ここの本日お配りをいたしました事前要求資料でいきますと、一番下段の現行５％、最

高９万７,５００円というパーセントが７％に拡充をされてくるわけですが、この最高

ランクを受けている幸田町にお住まいの方の人数においてシミュレーションをした結果

が６０８万円という計算が出たということで、新たに住宅開発で需要を見込んだという

内容ではございません。 

   それから、延滞金のほうの関係で、貸出約定平均金利とはということでございます。

これは、日本銀行が公表をいたします前々年の１０月から前年の９月までの銀行が新た

に行った貸付期間が１年未満の短期の貸し付けにかかる利率の平均金利という中身でご

ざいます。 

   委員おっしゃっていただきましたように、これまでの特例基準割合の考え方は、公定

歩合をもとに、本日、お出しをいたしました２番目の表にも、現行の特例、公定歩合プ

ラス４％という形がありますけれども、今回の改正におきまして、ただいま説明いたし

ました貸出約定平均金利という考え方に変わっていくということでございます。 

   ですから、平均金利ということを出していく上では、平均が上がればもちろん連動し

てくるという意味での変動はあるということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 延滞金の変動についてでありますけれども、関係資料の中で、延

滞金の割合等の特例ということで書かれているわけでありますけれども、その中で、延
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滞金に係る各年の特例基準割合が年７.３％に満たない場合には、延滞金の区分に定め

る割合とするということでありますので、この辺を貸出約定平均金利、これを今回基準

とするわけでありますけれども、しかしながら今までは７.３％に満たない、こういう

場合にはまた違う基準というふうに、この関係資料の中では読み取れるわけであります

けれども、その辺で、この今回の改正に当たっては変動なのかということでございます

が、その点はどうなんでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 延滞金のこの事前要求資料の表をごらんいただきたいわけです

けれども、例えば１カ月以内に発生をいたしました延滞金のパーセンテージにつきまし

ては、本則で７.３％ということでございますが、これも特例が施行されておりまして、

現在４.３％ということでございます。これは、公定歩合４％に０.３％を足したものと

いうことでございます。 

   今回改正になりますのは、貸出約定平均金利ということで、仮にこの金利が１％とい

う算定のもとでさせていただくならば、貸出約定平均金利１％プラス１％、それに１％

を加えた３％に改正をされるという中身で、総じて言いますと、１.３％の引き下げが

なされるということになります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） とにかく、延滞金にかかわっては、特例として４.３％を掛けて

いたのを、今度、１.３％引き下げて３％になるという、その計算のもとに延滞金がつ

いてくるということでありますかね。そういうことで理解してよろしいかということで

ございます。 

   そうしますと、今回のこの貸出約定平均金利、公定歩合ではなくて、これをもとに算

出されるということで、住民にとってはこれはどうなるのかということでございます。

今までの公定歩合による算定基準とこれからの新たな算定基準、この点について、どち

らのほうが住民にとってはメリットがあるのかということでございますけれども、その

点についてお尋ねしたいというふうに思います。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） まず、今回の変更にかかわります住民の方々への影響というこ

とでございます。 

   納期までに納めるべき税等が納期までに納められなかったということで、延滞金が発

生をしてくるわけであります。納期限が１カ月以内については、今、４.３％、２カ月

目からになりますと、その上の段の本則１６.４％という率が現在では適用がされるわ

けでありますけれども、今回の改正におきまして、この１４.６％に対比いたしますパ

ーセンテージは９.３％に引き下げがされる。先ほど言いましたように、１カ月以内に

つきましては、３％に引き下げがされるということでございます。 

   今まで無謀に高かったというような一般的なお話もあるというふうにあるわけですけ

れども、そうした意味では、現状の市場金利等を勘案した今回の貸出約定平均金利を使

ったということにつきましては、そうした現状の状況に視点を合わせたという考え方の

もとに立ってつくられておるというふうに思っています。 
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○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今、部長が言われました貸出約定（やくてい）平均金利、それか

ら説明の中では貸出約定（やくじょう）平均金利、これどちらのほうが正しいのかと、

どういう読み方をするのかと、この点について、まず正のほうを説明いただきたいとい

うふうに思います。 

   それから、延滞金につきましては、２カ月以上になりますと、とにかく１４.６％の

非常に高い暴利が住民に課せられてきたと。これは、払いたくても払えないと、こうい

う中で延滞金が発生をすると。何らかの理由で、経済的な理由、あるいは何らかの理由、

そういう中で延滞金は発生するわけでありますので、払わないというわけではない。こ

ういういろんな理由があるわけでありますので、そうした中におきまして、この税に対

する延滞金の率が非常に高かったと。こういうことで、１４年ぶりに改定が行われたと

いうことでありますけれども、今回の貸出約定平均金利の１％の場合でも９.３％とい

う高い率が課せられる。こういう中で、若干の引き下げはあるものの、高い金利が課せ

られるという中身ではなかろうかというふうに思うわけであります。それで、先ほどの

説明がいただきたい。 

   次に、この税条例の改正において影響額、これは資料で出していただきましたけれど

も、計算をしなければわからないわけでございまして、当面、今回の条例改正に当たっ

て国の負担分、また町民税にかかわる影響額分、合わせてどれぐらいになるのか。その

点についてお尋ねします。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） まず、約定（やくじょう）なのか、約定（やくてい）なのかと

いうところでありますけれども、貸出約定（やくじょう）平均金利だと自分は認識して

思っております。 

   それから、今回、１４.６％、今まで高かったという部分、それからさまざまな分野

からそうした高かったというような声もあって、平均金利に基づく改定がされたという

ことにつきましては、そうしたさまざまな趣旨が織り込められた中身の改正であるとい

うふうに思っております。 

   それから、影響額につきましては、試算ということで至急つくらせていただきました

ので、現行の状況については、今回お出しした中身で御理解を頂戴したいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 議案関係資料は１０ページになるかと思います。 

   この中で、３条の２及び４条の１項という形の中で、貸出約定と特例基準と、こうい

う形になるわけですが、まずその中で、貸出約定については、そもそも何なのか。一つ

一つお伺いをしながら話を進めていきたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 貸出約定平均金利につきましては、日本銀行が都市銀行、ある

いは地方銀行、第三地方銀行等から、今の社会情勢に合った平均金利を算出するという
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中身、それを財務大臣が各年の前年の１２月１５日までに告示をするということとなっ

ております。 

   そもそもこの平均金利を算定するということになりましたのは、これまでの公定歩合

との兼ね合いがあったというふうに認識をしております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） そうしますと、現在、何％に相当しますか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） ちょっと意味がわからないわけですけれども、公定歩合の流れ

でいきますと、今、平成２０年から０.３％、それに４％を足すというようなことで、

４.３％という現状の特例基準があるということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） ですから、私が申し上げたのは、あなたの説明にもありますけれど

も、要は、この貸出約定の関係は、市中銀行、いわゆる銀行の平均貸出金利だというこ

とでしょう。それが、今、４％もいっとるか。金利が４％もいっとるか。そんなんぼろ

もうけじゃんか、銀行は。何％ですか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 平成２５年４月分の平均金利は１.０５％であります。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 要は、この連動性という形の中で通告がしてありますけれども、貸

出約定平均金利は約１％だと。それと、じゃあ特例基準割合、これはどういう形の中で

連動しているのかということを説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 特例基準割合の考え方は、この約定平均金利プラス早期納付を

促す観点等が加わり、パーセンテージを設定されておると考えます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） そうしますと、延滞税というものには二つの性格を持つというふう

に言われております。二つの性格を持つ割合、その二つの性格とは、それぞれどういう

内容で、どういう割合を占めているのか。つまり、１４.６％とは、延滞したやつを全

部総なめで、おまえが悪いんだという形で、頭からどぼんと掛けている面もあります。

しかし、性格的には、延滞税の中には二つの性格を持つというふうに言われております。

その二つの性格は、それぞれどういう内容で、何％を想定しておるのか、説明がいただ

きたい。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 特例基準割合につきまして、定義として決められている。それ

プラスアルファという部分が、国民の皆さん方に早期納付、あるいは履行遅滞となった

納税者に、今、その責を負う部分が含まれて設定がされているというふうに考えており

ます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 私自身の理解で、この延滞税の１４.６％というものの二つの性格
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という点からいって、その内容がいいかどうかという点で答弁がいただきたいと思いま

す。 

   一つは、支払いがおくれたことに対する利息だと、ペナルティーだと。これが７.

３％。それから、早期に納付をしてくれよという促しをする、これは罰則。促しをする

のに罰則という性格があるということですが、この二つですよね。 

   おくれたじゃないかと、ペナルティー７.３％と、はよ納めよというペナルティーが

７.３％、合わせて１４.６％と、こういう仕組みが滞納税の中にあるというふうに私は

思うわけです。そこら辺はどういうふうにお考えでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 深い知識がちょっとないので、大変恐縮でございますが、いわ

ゆる今回の改正にかかわる書き物等を読みましても、高率の延滞金を課すのではなく、

段階を踏むことによって早期の納付を促すというような趣旨もありますし、先ほどおく

れた部分のペナルティー的な要素、こちらについても含まれておるという認識をしてお

ります。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） つまり、先ほど申し上げた二つの性格というものに関しまして、結

局、１４.６％を９.３％にすると。片方の、二つの性格のうち一つは残しとるわけだ。

７.３％は残すと。７.３％は残して、銀行の貸出金利の１％と今までのやつの１％を合

わせて９.３％だよと、こういう仕組みですよね。 

   そういうやり方をする形の中で、じゃあ納税猶予にかかわる延滞税、延滞税にかかわ

る今度は利息というものがついてきますよね。これはどういうふうになりますか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 本日、お配りをいたしました資料の２番の最下段にあります徴

収猶予にかかわる率につきましては、現行４.３％、これが改正によりまして２.０％に

引き下げがなされるというふうに考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） つまり、納税猶予にかかわる利息の関係も引き下げられるんだとい

うことですよね。 

   そうした中で、じゃあその納税猶予、あるいは分納も含めてですが、幸田町は納税猶

予というのは実質的には扱っておりませんよと、実態的にはないと。内容的には、いろ

いろある。 

   しかし、要は、納期内に全額納付ができなかったものに対して延滞と、滞納という形

じゃなくて、延滞というような形で、分納、あるいはいろんな扱いをされておるようで

すが、じゃあそのことをひっくるめて、一般的に言う納税猶予という形の中で一くくり

で答弁がいただきたいのですが、その件数というのはどれぐらいありますか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 延滞金の件数はちょっとわかりませんですが、延滞金の収入と

いう意味におきましては、平成２３年度分で６４８万６,０００円ほどございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 
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○14番（伊藤宗次君） 今、延滞税だということですが、ひっくるめてですが、それは６４

８万６,０００円と。この中には、利息分というのはどういう扱いをされておるのかと

いうことです。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 本税を納めることができなかった。それに伴う延滞金が発生を

した。その延滞金にかかわる部分の総トータルが、２３年におきましては６４８万円あ

るということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 今言われた６４８万６,０００円は、トータル的な問題として延滞

税だよと。その延滞税には利息もついて回っているわけですよね。ですから、あなたの

納めるべき税額はこれですよと、プラス利息がどれですよと、そんな通知はしてへんわ

けやな、ひっくるめて通知しとるわけだ。 

   そうしたときに、今度は利息も引き下げられますよと。引き下げられますよといった

ときに、どういう形でそれが仕分けされてくるのかという点でいけば、これは事務レベ

ルでやっとらあかんのです。丼勘定じゃないんでね。 

   そういう点でいけば、延滞にかかわる利息分、それから延滞税額というものは、明確

にしてこなければ、財源内訳と。財源内訳という言葉が適切かどうかと言ったら、税源

内訳だ。滞納税の内訳という点では、明確さが求められてくるわけですよね、丼勘定じ

ゃないんで。そうした点では、どういう内容なのかということをお尋ねしとるわけです。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 具体的な事務をちょっと承知をしておりません。収納システム

という形でプログラムされておりますので、そうした分け方がされておるかどうかは、

ちょっと定かではございません。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３０号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３１号議案の質疑を行います。 

   本件は、通告なしであります。 

   以上で、第３１号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３２号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今回の一部改正につきましては、軽減特例の延長ということで、

特定世帯に対する軽減でありますけれども、移行したものと同一の世帯に当たる特定世

帯でありますけれども、これは対象となる世帯というのは、幸田町におきましては何世

帯あるのかということと、また影響額についても伺いたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今回の改正に伴いまして、国民健康保険の世帯別平等割、

これの延長を行ったものであります。 

   この中で特定世帯、いわゆる後期高齢のほうに移行し、５年までの方が特定世帯、そ
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れからさらに６年目から８年目の方を特定継続世帯と言うわけですが、特定世帯の方、

平成２５年の４月末現在でございますが、３１１世帯ございます。影響額につきまして

は、基本的に今までと同じですので、影響額というのはございません。特定継続世帯に

つきましては、１４０世帯、影響額につきましては、約９０万円でございます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 先ほどちょっと特定世帯については、３１１世帯とおっしゃった

んでしょうかね。３１１世帯、特定継続世帯については１４０世帯で、合わせて４５１

世帯ということで対象世帯があるわけでございますけれども、これに伴う国の負担分、

軽減に伴う国の負担はどうなるのかということであります。 

   それから、関係資料で見ますと、この特例を恒久化するということでありますけれど

も、これは最初の説明では、８年間、要するに５年間を特定世帯、それから３年間延長

して特定継続世帯、合わせて８年間で２分の１軽減、４分の１軽減ということで軽減を

されるわけでありますけれども、この「イ」を読んでみますと、特例を恒久化するとい

うことに書いてあるわけでありますが、この恒久化するという、この意味について説明

がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） まず、今回の延長に伴います影響額の国の負担ということ

ですが、この部分につきましては、国・県の負担というのは、影響に伴っての負担はあ

りません。補・についてはございません。 

  特定の恒久化と言いますのは、今回改正をさせていただきます国民健康保険税条例の中

の５条の２の中に条文があるわけですが、今までこの特定世帯につきましては、「後期

高齢に移行し５年を経過するまでの間に限り」という、この「限り」という文言が入っ

ておったわけですが、今回の改正によりまして、この特定世帯につきまして、この「限

り」という、「５年を経過するまでの間に限り」ということではなく継続をしていくと

いうことで、恒久化されたということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） そうしますと、この特定世帯というのは、後期高齢に移行をする、

その移行したものと同一の世帯にある、要するに単身になった場合に限られるというこ

とでありますよね。その単身が次にまた後期高齢になった場合も、これは恒久化すると

いうことなんでしょうか。ちょっと意味がよくわからないわけですけれども、要するに

特定世帯が全て後期高齢に入った場合は、もう特定世帯とは言わないわけですよね。だ

から、この恒久化の意味をもう一度説明していただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今までの条例のままでいきますと、例えば御夫婦お二人の

世帯があります。御主人が後期高齢のほうに移行しますと、当然、この特定世帯という

世帯区分になります。６年目になりますと、今までの条例のままですと、５年を経過す

るまでの間に限りという条文がございましたので、奥さんはそのまま国民健康保険の保

険者、御主人は後期高齢の保険者であれば、６年目は当然この世帯から外れるというこ

とになります。お二人とも後期高齢になれば、当然、国民健康保険の保険者というのは
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いなくなりますので、後期高齢の保険者ということになると思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） それはわかるんです。ですから、その恒久化という、この軽減の

特例に対する恒久化のあれがわからないわけですね。例えば、夫婦の年齢差がある場合

はこれが当てはまるわけでありますが、要するにそういう場合を想定して、この恒久化

としたのか、どうなのかということであります。 

  それから、これによって国・県の負担はないよということでありますけれども、今回、

地方税法の一部改正によって軽減の特例措置を延長するわけでありますので、当然、国

民健康保険のほうの負担になってくるわけであります、軽減がされれば。その軽減とい

うのは、これはなぜ国や県の負担がないのかということでありますが、その点について

説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 恒久化のちょっと説明が私もどうしていいかわかりません

が、先ほど条文の説明をさせていただきました。５条の２の（１）というのがあるわけ

ですが、この中に、ちょっと条文を読みますと、「後期高齢者の方が当該資格を喪失し

た日」、喪失をした日というのは、後期高齢に移った日ということですが、「その日の

前日の属する月以後５年を経過するまでの間に限り、以後継続して同一の世帯に属する

もの」というのが、実はこれが今までの条文です。５年に限りという条文です。今回は、

「その移った日の前日以後継続して同一の世帯に属するもの」という言い方に改正をさ

せていただきました。ですから、今までの限定であった５年間というのが、継続をする

ということで、恒久化ということで御理解をいただければというふうに思います。 

   それから、軽減に伴う、この改正につきましては、いわゆる国民健康保険の平等割額

を決めます保険料ですが、平等割額を定めますときの、その世帯の金額を今回、特定世

帯、特定継続世帯とそれ以外の世帯、３分割、これは今までも特定世帯と特定世帯以外

の世帯ということになっていたわけですが、この定めが、先ほど言いました６年から８

年のものというのができた関係で、６年で平等割額をまず定める場合の基準が変わった

ということでありますので、軽減に対する措置というのは、今回のものについてはない

と。後ほどまた出てくると思いますけれども、この軽減をする場合の減額というのが出

てきますけれども、そういったときには当然影響はあると思いますけれども、今回の恒

久化についてはないということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） ですから、この２割軽減の場合においては、これは国の負担とい

うのがあるわけですよね。ところが、今度は延長する場合の軽減については、国、ある

いは県の負担はないということならば、これは国保会計においての負担ということにな

るわけでありますので、当然、高齢化が進むと国保会計においての負担がふえてくると

いうことで理解をしてよろしいかということでありますけれども、その点についてはい

かがでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 国保の財源につきましては、軽減の関係につきましては、
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保険基盤安定制度という、いわゆる減額の関係につきましては、国保、県費の負担があ

ります。それがないということですので、当然、国保会計の中で対応する、もしくは基

金というのも当然視野に入れながら対応していくということにはなろうかと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   ここで、１０分間休憩とします。 

                             休憩 午前 ９時５３分 

─────────────── 

                             再開 午前１０時０３分 

○議長（大嶽 弘君） 休憩前に戻し、会議を再開します。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤宗次君。 

○14番（伊藤宗次君） 先ほどの質疑の中でも若干触れられておりますが、私は私で質疑を

通告してありますので、そのような形の中で答弁がいただきたい。 

   まず、医療分と支援分という形の中で世帯平等割を、特定世帯は２分の１、特定の継

続が４分の１ということで減額、軽減をするわけですが、その対象となる世帯数が、特

定と継続それぞれ出していただき、トータル的な影響額は幾らかという点で、説明と答

弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 特定世帯に係ります世帯別の平等割、これの特例措置の延

長に伴う影響額ということで、特定世帯２分の１、特定継続世帯４分の１ということで

ございます。 

   特定世帯につきましては３１１世帯、特定継続世帯につきましては１４０世帯、合わ

せて４５１世帯ということで、影響額につきましては、特定継続世帯の約９０万円とい

うことであります。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） この関係は世帯ということですが、議案関係資料の２０ページにも

ございますが、均等割と。平等割というのは、世帯平等割というふうに言われるように、

世帯が単位と。均等割というのは、個人均等割というふうに言われるように、１人、頭

数という形の中で、均等割についても、５割・２割と。７割は、この対象外かなという

ふうに私は思っております。したがって、均等割の５割軽減、２割軽減の対象者と、そ

の影響額について説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） まず、この軽減の関係につきましては、特定世帯と特定継

続世帯が絡んでくるわけですが、まず特定同一世帯所属者、いわゆる後期高齢に移行し

た方ですが、この方の軽減をするときの判定をする場合に、この方の所得も含めて計算

をし、それによって軽減割合が違ってきます。これでやるわけですが、５割軽減の対象

者につきましては２５世帯、２割軽減で３６世帯、合わせて６１世帯です。７割の軽減

につきましては、所得額の算定には特定同一世帯、いわゆる後期高齢に移行した方につ

いては含まれませんので、対象はありませんが、影響額については約４０万円というこ
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とであります。 

   軽減の中には、平等割も含めまして、均等割につきましても、その７割・５割・２割

という判定の中に均等割額もそれぞれの世帯によって定めてございますので、その方も

対象になるということであります。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） ７割は含まずということですが、基本的には法定減免と言われる

７・５・２というものが、いわゆる先ほど申し上げた法定だよと。法によって定められ

た軽減措置ですよと、７割・５割・２割と。その法定減免をした場合、それに伴う減収

という点は、これは国の制度ということですから、制度に伴う自治体の財政的な影響は

国が補・をするというのは本来の建前という形で、今回、こういう形の中で、世帯及び

平等の世帯及び均等についても、その対象を広げられたというふうに私は理解するわけ

ですが、それに伴う財政的な影響というのは、当然制度改正に伴うものでありますから、

国が財政補・してしかるべきというふうに思うわけですが、その内容についても、国の

ほうの関係も含めて、どういう形で今後推移されるのか、どういうふうな形の中で現在

理解をされているのか、答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） ７割・５割・２割の軽減につきましては、国の補・、県の

補・というのが、保険基盤安定制度というものの中で定まっております。保険の支援分、

いわゆる後期高齢の支援分ですが、保険料の軽減分、これに対しまして、おのおの４分

の１を町が負担するということですので、４分の３につきましては、国・県で補・がさ

れるということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３２号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３３号議案の質疑を行います。 

   １３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 過誤納金についてでありますけれども、関係資料の２６ページに

ございますように、過誤納金の還付又は充当ということで、今までの過誤納金の取り扱

いにつきましては、金額が示されていて、その端数処理の場合は切り捨てという形にな

っているわけでございますけれども、今回は充当しなければならないということで、金

額等が示されていないということですけれども、この点についてはどのようになるのか。

また、今までの「できる規定」から今度は「しなければならない規定」に変えるわけで

ございます。その点についての説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今回の改正につきましては、地方税法の改正に伴って改正

をさせていただくものであります。 

   その中で、まず端数処理の関係でございますが、今回、改正をさせていただきます、

その内容につきましては、町税の例によりということで、これが町税の例によりますと、

延滞金そのものの端数処理と加算金の端数処理の規定が定まっております。これにつき



- 15 -

ましては、基本的には今までと実は同等でございまして、まず本税につきましては、１,

０００円未満の端数があるときは切り捨てと、それから総額が２,０００円未満である

ときには、その全て切り捨てと。だから、延滞金につきましては、１,０００円未満で

あるときは切り捨て、１,０００円を超える部分については端数を切り捨てるというよ

うな内容になっておりまして、今回、この条文の６条で、町税の例によりということで

処理をさせていただくということでございます。 

   それから、今まではできる規定、今回はしなければならないということであります。

これにつきましては、基本的に保険料を納めていただいた方につきましては、当然、未

納の部分に係っては納めていただくということでありますので、この充当し、余りがあ

れば還付をしていくというふうな対応をしていくということで改正をさせていただいた

ものであります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今までの取り扱いについては、詳しくそれぞれ７条ということで

規定をされていたわけでありますが、この町税の例によるというのは、どこにやられて

いるわけか、その点についてお尋ねしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今まで、この後期高齢の条例の改正につきましては、地方

税法で定めているもの、準じて定めているものにつきましては、その時々で実は改正を

させていただいておりました。 

   今回、この条例の改正に当たりまして、対になるという言い方がいいかどうかわかり

ませんが、延滞金という、いわゆる本則の中にもありますけれども、延滞金の取り扱い、

これにつきまして、後期高齢のこの条例の中では、町税の例によるという条文で処理を

させていただいていたと。 

   還付のほうの関係につきましては、このそれぞれ条文をもって定めておったわけです

が、基本的には町税の改正がされれば、同じくこちらのほうの改正をしていたというこ

とで、その変更内容については変わらないということであります。延滞金と還付加算金、

これの条文の表現の仕方を統一させていただいたということでございますので、よろし

くお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３３号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３４号議案の質疑を行います。 

   ８番、酒向弘康君の質疑を許します。 

   ８番、酒向弘康君。 

○８番（酒向弘康君） 中国では鳥インフルエンザの人への感染というのが確認されており

まして、世界的に新型インフルエンザの発生が懸念されているところでありますが、こ

れは町民のほとんどが免疫を持っていない、あるいはまだワクチンがないということか

ら、国民の生命、健康、生活、さらには経済活動、これらへの大きな影響が出るおそれ

があるということでありますが、他市町では３月定例会等々で条例化がされてまいりま

したが、近隣の制定状況についてお伺いをいたします。 
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○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今回の新型インフルエンザ等対策本部条例につきましては、

制定以前から県のほうから、そのスケジュールが示されておりました。３月に県の条例

を制定されたわけですけれども、そのスケジュールの中では、県条例が定めた後、前後

といいますか、そのときに制定をということで指導がありました。 

   今現在の県内では、３月末現在で５４市町村の中の３８市町村が３月末までに条例を

制定されてみえます。４月以降、５月、６月、７月も予定してみえるところもあります

が、１６の市町村につきましては、今後、制定をされるということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） ８番、酒向君。 

○８番（酒向弘康君） それと、今回、インフルエンザを新型ということで特定をしたわけ

ですが、これは国の法律に基づいて設定しなければならないので、条例化ということだ

というふうに思いますが、国民の生命、先ほど言いました健康、生活、さらには経済活

動への影響という点から見ますと、季節性のインフルエンザも含めて考えるべきではな

いかというような素朴が疑問があるわけなんですが、その点についてのお考えをお聞か

せください。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） まず、この「等」でございますけれども、新型インフルエ

ンザ等対策特別措置法の中にもありまして、第２条に、新型インフルエンザ等というこ

とで、感染症法の規定によります新型インフルエンザと、９項にありますけれども、新

たな感染症ということに対応した、この「等」ということでございます。 

   新型インフルエンザにつきましても、季節性のインフルエンザもという話でございま

すけれども、その中には再興型インフルエンザと言いまして、いわゆる今まで発生をし

ているインフルエンザの中で、さらに国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれ

があると厚生労働大臣が認めたもの、これについては再興型インフルエンザとしても当

然該当していくということでございますので、その対応ができるということであります。 

○議長（大嶽 弘君） ８番、酒向君。 

○８番（酒向弘康君） 今、ちょっと触れられましたけれども、平成２１年に豚インフルエ

ンザが発生したということで、そのときは強毒性ではないということであったわけで、

非常に落ちついた対応ができたということでありますが、現在、中東、あちらのほうで

コロナウイルスといったようなものでパンデミックも予想されておるというところであ

ります。今後、さらに新種のインフルエンザ、あるいはもっと強毒性のあるほかの感染

症が発生する、そういったときの対応として、新型インフルエンザに限らず、ほかの感

染症、そこら辺をにらんで「等」とつけられたのか、再度、そこの「等」についての説

明をお伺いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 先ほどもちょっと御説明をしましたが、「等」につきまし

ては、新型インフルエンザというのが新たに当然発生をしてくるものだというふうなこ

とも含めまして、先ほど申し上げました特別措置法の中の２条に規定をしております新

型インフルエンザであったり、再興型インフルエンザであったり、また新たな感染症、



- 17 -

これらも全て含めての「等」ということで、この特別措置法がなされておるということ

でございますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ８番、酒向弘康君の質疑は終わりました。 

   次に、５番、中根久治君の質疑を許します。 

   ５番、中根久治君。 

○５番（中根久治君） 同じく、新型インフルエンザ等対策本部についてお伺いします。 

   今の質問にもありましたが、新型インフルエンザ等の部分に関連しまして、じゃあ今

までの対策本部というのは、それでもうこの中に吸収されてしまうのかどうかという部

分が一つ。それから、どのタイミングでこの対策本部というのが設置されるのか。さら

に、この新型インフルエンザ等対策の中には行動計画というのが今後つくられるような

予定になっておると思いますが、その行動計画についてはいつごろ設置されるのか。ま

た、その議会への報告はいつごろなのかということについてお願いをします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 対策本部につきましては、通常、設置をし、収束すれば、

当然、その本部がなくなるということでございますので、吸収というのは、ちょっとど

う御説明をしていいかわかりませんけれども、その時々において対策本部が設置をされ

るということで御理解をいただければと思います。 

   それから、本部の設置のタイミングでございますけれども、基本的には、厚生労働大

臣が、いわゆる新型インフルエンザの発生を認め、発表をします。これを受けて、総理

大臣が政府の対策本部を設置されます。国で言うフェーズ４といいますか、ＷＨＯで言

うフェーズ４に当たると思いますけれども、そのときに対策本部が設置されると。その

政府対策本部と同時期に、愛知県知事が政府対策本部を設置されます。その中で必要が

あると認めた場合に、新型インフルエンザ等緊急事態宣言、これが発生がされます。こ

の宣言を受けまして、町においては対策本部を設置するということでございます。 

   それから、行動計画の策定でございますけれども、行動計画につきましては、これも

特別措置法の中に規定がございますが、まず国の行動計画が示され、その行動計画を受

け、県の行動計画が作成をされると。その県の行動計画の策定に基づきまして、市町村

が行動計画を作成するということでございます。ちなみに、国の行動計画、今、案が示

されておる段階でございますので、順次、整備がされていくんであろうということにな

ると思います。 

   それから、議会のほうに御報告させていただきますときということで、作成をしたら

議会に報告ということに定まっておりますので、策定をしましたら速やかに御報告をさ

せていただきたいというふうに考えております。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） そうしますと、この対策本部が設置されると、町民にとってどんな

義務とか、どのような生活上の制限が発生するのかについてお伺いします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 町民の義務ということでございますけれども、特別措置法

の中にあるのは、４条に実は国民の責務の規定がございます。この責務の条文では、予
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防に努め、対策に協力をするという条文でございますので、それが義務であろうと思い

ますし、その新型インフルエンザの本部ができ、その対応につきまして、住民の方々に、

例えば予防接種のお願いをしたりであるとか、集会の中止であったりとか、そういった

ものをお願いをさせていただくことになると思いますので、先ほど申し上げました対策

に係る協力、これをお願いをしていくというのが義務であろうかと思いますし、さらに

は予防対策をとっていただくというのが義務になろうかと思いますので、一般的に言う

手洗いやうがいも含めましてマスクの着用、こういったものも当然今後計画をしていき

ます行動計画の中には盛り込んでいきたいということで考えております。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 他市町の既にこの条例ができておるところを見ますと、第３条の中

に第２項という項目がございます。ところが、幸田町が出しておられる条例の中には、

この２項というのが存在しませんので、なぜ幸田町にこの２項は必要ないのかについて

お伺いします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 先ほどちょっと御説明しましたように、他の市町村では３

月に条例制定されたところもあります。その中身と、幸田町が今回制定をさせていただ

きます条例の違い、３条の２項でございますが、先ほどちょっとスケジュールのお話を

させていただきましたけれども、当初、県のほうでそのスケジュールが示された中で、

県条例を定めた後、市町村条例を定めるというようなスケジュールが示されておりまし

た。当然、それよりも前に、もしくは同時期にということもありました。そのときの案

につきましては、この３条２項の部分、国の職員その他市町村の職員以外のものを本部

の会議に出席させたときは意見を求めることができると、こういった条文でございます

が、これが盛り込まれております。 

   県の条例が、その市町村で制定をされたときと同時期に実は制定をされておりますけ

れども、３月２９日でございますが、この条例を受け、幸田町は制定を考えていくとい

うことで進めておりましたので、県条例を実は見習っております。県条例につきまして

も、実はこの条文というのは盛り込まれておりません。そのときに、県のほうの見解を

求めておったわけですが、特別措置法の中に、いわゆる同文がありまして、その部分で

言う、いわゆる上位法の適用によってその対応をするということでございます。それで、

問題はないと、いわゆる会議の運営上支障はないという県の見解を受けておりますので、

今回の内容になったということでございます。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 国の法律がそういう規定を設けておって、県が省いたから市町村も

いいだろうと。そうじゃなくて、やっぱり条例の不備ではないかというふうに私は思う

もんですから、やはり第３条の２項があるところとないところというふうにばらばらで

あると、市町が、愛知県の中でもばらばらと。そういうことが果たしていいものかどう

かと。 

   やっぱり一番最初の国がつくっている一番上位の条例に見習うのが適当かなというふ

うに思うもんですから、やはりこれは条例不備というふうに考えてもいいんではないか
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と思うもんですから、またいつかこれに対応するために、やはり法律の第３５条の第４

項に対応する部分の条例がないわけですから、これはやっぱり不備だろうというふうに

考えて、改正される必要があるような気がしておりますので、その点について再度お願

いします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今、議員おっしゃられましたように、県内でも実は入って

いない市町村もございます。いかんせん３月に議決をされたところについては、先ほど

県が示した案によりほとんど入っておるわけですが、入れる、入れないのことにつきま

しては、先ほど私が御答弁申し上げましたように、当然、県の意見も聞きながら進めて

おったところでございます。必要性がもし今後出てくるということであれば、当然、そ

ういったことについては一度検討し対応させていただきたいというふうに考えておりま

すので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 大きな問題かと思いますので、この条例の３条２項がないためにい

ろんな問題が起きたとすれば、それは大きな問題かと思いますから、国が示しておる条

例をきちっと守っていくことも一番大事じゃないかと思いますので、その辺、県がやっ

ていないからいいと、県の中の市町のほとんどがやっていないとか、やっているところ

もあるとか、ばらばらじゃいかんような気がしておりますから、もう少し町としては慎

重に考えていただきたいと思っております。 

   以上です。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 一度、その辺につきましては、検討させていただきながら

対応させていただくということで、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根久治君の質疑は終わりました。 

   次に、１３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山千代子君。 

○13番（丸山千代子君） 公布をされてから１年以上がたっているわけでありますけれども、

おくれた理由につきましては、先ほどの質疑の中で明らかにされたわけでありますが、

その中で、新型インフルエンザにかかわらず、今、世界でもいろんな病気が発生してお

りまして、それが日本国内に持ち込まれたときに対応できないというような事態がある

わけでありまして、これに伴って今回の新型インフルエンザ等対策特別措置法が制定を

されてきたということであります。 

   その中で、今回の条例の制定に当たっては、県のスケジュール待ちということで１年

以上が経過したということであるわけですけれども、じゃあ例えばこの１年の間にこう

した病気が発生をした場合は、条例がないがために対応できないということにもつなが

るわけであります。そうした点で言えば、私は県のほうも条例化がおくれたのかという

ことであります。 

   厚労省が新型インフルエンザの発表をし、それから国が設置をする。それから県、町

と、国、県、市町村という形の中で設置をされるわけでありますけれども、そうした対
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策本部の設置については、緊急性が求められるわけでありますけれども、そうした緊急

性が求められるにもかかわらず、なぜ県のほうでもおくれてきたのかと、これについて

説明がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今回のこの新型インフルエンザ対策につきましては、国の

ほうでさまざまな検討がされておるわけですが、平成２１年に新型インフルエンザＡ／

Ｈ１Ｎ１型というのが発生をして、これが大流行になるということで、検疫であったり、

いろいろさまざまな対応がとられたということであります。 

   その後、その対策の関係につきまして協議をされ、対応について、いわゆる国の対応

につきまして、国民といいますか、住民に対して混乱を招いた部分もあったということ

で、今回、この対策の反省を踏まえ、国のほうで検討をされ、その結果、今回のこの特

別措置法の制定になったということでございます。 

   平成２４年に公布をされ、施行が本年でございますので、１年余りですが、その内容

については、先ほど言った対応の検討も含めた中で行われたということで理解をしてお

ります。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤宗次君。 

○14番（伊藤宗次君） この３４号議案は、つまりここにあるように、政府が事態宣言を発

したときに町が対策本部をつくるよと。どちらにイニシアチブがあるかと言ったら、こ

れは政府が持っとるわけですよ。政府がやって、後は押しなべて右から左と言ってはい

かんですが、結局、みんな右に倣えだという形が一つはあるということと、もう一つは、

なぜ対策本部を設置するのか。そもそもは何なのか。それは、汚染を拡大しないと。汚

染を拡大しないということは、それぞれの市町村、市町で汚染をそのレベルで食いとめ

なさいよと、こういう内容が趣旨だと。それでありながら、この条例はどういう内容な

のか。 

   条例の表題にもございますけれども、組織及び運営に関し必要な事項を定めるんだよ

という形で趣旨が書いてあります。組織はいいでしょう。組織は右から左まで本部長は

町長たるものだと、誰が会議を招集するかどうかという、ありきたりの内容。そうした

ときに、じゃあ運営に関してというのはここにありますか。そもそも、対策本部という

ものは、申し上げたとおり、汚染を拡大しないように、これ以上被害を拡大しないよう

にというための対策であったら、組織をつくったけれども、どうやって運営していくの

かというのがないじゃない。運営はどうされるんですか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） おっしゃるとおり、この条例だけでは実際の動きというの

は全く見えないし、その対応策についてもわからないということでございます。これは、

県におきましても、町においても同じという対応でございますけれども、条例を制定を

させた後、当然、本部につきましての取り扱いの要綱、いわゆる本部要綱というのを定

めます。その中で、その本部の内容を定めていく。さらに、行動の内容につきましては、
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先ほどから何度か出ています行動計画というのを実は策定をしなければならないという

ことになってございます。これについては、それぞれの住民の方々にお願いをする、も

しくは町の組織の中でさまざまな部局における連携も含めまして、事細かな対応策につ

いて計画をしていくということでございますので、その行動計画の策定については、先

ほど申し上げた国・県のものを倣って、もしくはそれを含めて町の行動計画を作成する

ということになってございますので、そのタイミングで早いうちに策定をしていきたい

というふうに考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） つまり、対策本部は、特別措置法によって国のほうが設置せよと言

ったらつくりますよと。じゃあ、それに伴う行動計画はどうだと言ったら、国が公布す

るよと言って、県が受けて、県がそれぞれの市町に指示と。そんなもの間尺に合うわけ

ないじゃんか。みんな死んじゃってから、南無阿弥陀仏ということはやっても、みんな

が死ぬ前にどうやってやるのかという点があると思うんですよね。 

   ですから、５月３０日の日にテレビでこの関係の放送をしておりました。その中は、

殺人ウイルス、新型じゃないですよ、もう新型というレベルじゃないと。殺人ウイルス、

世界的大流行の恐怖。日本への上陸で最悪事態を想定して、我が子をどう守るのかと、

これが新聞のテレビの見出しということですが、内容的にはそうだと。 

   要は、一番身近な市町村がみずからの責任と判断と権限でどういうふうに汚染の拡大

を食いとめて、そこに住む住民の命、暮らしをどう守るのかというものがなかったら、

上からの指示待ちだよと。これじゃあ、何ともならんわけだね。 

   たまたまそんな話をある職員と話しておったら、この中でも言っていましたが、兵庫

県の神戸市が阪神・淡路大震災のときにこの対策特別法を自分たちでつくって、ともか

くいろんな問題が出たときに、神戸市の中でおさめていくということで対策本部をつく

られたと。 

   そういった点でいくと、今回の条例の対策本部は、全部上から待ちじゃないかという

話をしたときに、ある職員は、私も神戸市の例を見ました。この殺人ウイルスのテレビ

の放映も見ました。しかし、神戸市は政令指定都市ですよと。政令市になると都道府県

並みの事務権限があるのかという点で、自分たちの責任と権限、こういうことで組織し

て、その汚染の拡大を他市町に広げなかったと、こういう例が起こったときに、我がま

ちは政令市どころか４万人にも届かんから、後は国・県の指示待ちですわといったとき

に、じゃあこの条例というのは何なのかと。 

   対策本部をつくりましたよと。じゃあ、本部長の職務や職責、行動、これも運営に関

することなんですよね、条例で書いてあるわけだ。運営に関すること、どうするのかと。

さらに、肝心な行動計画はどうするかと言ったら、みんな上待ちじゃないかと。上から

来たときに、会議、会議で連判をやって、みんなが苦しんどるときに、ただいま会議中

です。さらに、行動計画、まだ国のほうから指示がされておりませんので、鉛筆は持っ

ておっても書けませんわと。これじゃあ、間尺に合わんでしょうといったときに、一面

しようがないわ、４万人そこそこのまちで、そこで踏み込めるかと言ったら、知らんけ

れども、しかしできる範囲の関係からいくならば、私は対策本部をつくったら、対策本
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部としての本部長の問題も含めてですが、職務・職責・権限という点で、私はかなり踏

み込んで、国や県からの指示、遅かったなと、我がまち若干計画したけれども、ちょっ

と手直しをしなあかんけれども、これでやっていけると。そのぐらいのことがなかった

ら、要はコピーでしかないじゃんかと。仏はつくりましたと、立派な仏でございますと、

手を合わせて南無阿弥陀仏としたら、まだ魂入ってへんかったわと、こういうことやん

な。それでいいかということなんです。 

   先ほど申し上げたとおり、テレビの放映でいくならば、神戸市の例を言った。神戸市

の例は、確かに政令市ですと。自分たちの責任と権限というのはあります。しかし、そ

れで、あそこは政令市だからということじゃなくて、精神的には感染を拡大せずに、そ

の市町に住む住民をどう守っていくか。これが対策本部にかけられた使命だと私はそう

思いますが、どう対応されましょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 議員おっしゃられるとおり、国民、町で言えば町の方々を

お守りするのは、これは当然のことでございます。 

   先ほど申し上げました国の対策本部の設置につきましては、当然、海外でそういった

インフルエンザ、今回でこれが該当はまだしていませんけれども、中国で言う鳥インフ

ルエンザ、これが人から人へ当然感染をしていけば、そういった対応になるのかなとい

うことも考えておるわけですが、基本的に都道府県の政府対策本部が設置をされた後、

宣言をされてから本部の設置ということで、これは特別措置法の中に規定がされてござ

いますが、運営の中で、都道府県の政府対策本部の設置と同時期に任意に市町村で対策

本部を設置することも可能だよということで説明を受けております。 

   当然、その対策本部におけます権限、指示待ちではなく、緊急措置に対する要請とい

うのが、この対策本部の権限、特別措置法の３６条にも書いてございますが、国が動い

てくれないなら、市町村の対策本部、もしくは市町村長が上に向かって要請をする、こ

ういったことが規定がされておりますし、当然、そういった対応については行っていき

たいというふうに考えておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 今、答弁があって、上に向かって物を申すということができるよと。

それは、当然いいでしょう。ただ、上に向かって物を申したときに、おまえのところ何

もやってへんじゃないかと、一定のことやってから物を言えと、これは返ってくること

は明らかだ。 

   ですから、私はこうした問題は、もう今、地球の果てで起きたことも、すぐ電波に乗

って上がってくる。我がまち、あるいはそれぞれの家でテレビを通じて、あるいはマス

メディアを通じて、今、世界はどういう状況にあるかというのは瞬時にわかる。瞬時に

わかったときに、我が幸田町はどうするのかと言ったときに、いや、国の指示待ちでご

ざいます。県が行動計画を示さなければ我がまちもできませんわという形でいいかどう

かと。 

   言ってみれば、住民というのは、一面、マスコミにあおられてくるという傾向は持っ

ておりますし、恐怖心をあおって命にかかわる問題というのは、やっぱり真剣な受けと
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め方をする、それがいろんな行動で出てくるといったときに、それを受けとめるべき自

治体が上からの指示待ちということでは私はできんだろうと。幸田町は何やっとるだと

出てきますよ、必ず。 

   そういったときに、私は一定本部を設置されてなくても、これは宣言をせん限りは設

置できんと、こうなっとるわけや。国が設置せよと言ったら、はいはいと言って設置す

るわけや。終わったらから収束すると言ったら、はいと解散するだけだ。そういう仕組

みの中で一定の限界があることは事実。そうしたときに、我がまちとしてこの精神に沿

った形の中で、やっぱり一定日常的な問題としてやっていかないと、住民の不安という

のは拭えんだろうなというふうに思うわけです。 

   したがって、今、あなたの言われた、上に向かって物申せるわと、お説のとおりです。

立ったときに足元をすくわれないような、そういう物はつくっていく、十分、不十分は

あります。必要じゃないでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 議員おっしゃるとおり、事が起こってからでは遅いという

のは私も重々承知をしてございます。もちろん、それを意識しながら進めていかなけれ

ばならないと思っておりますので、当然、先ほど申し上げました宣言がされてから本部

をつくるというのは、これは特別措置法の中で定められたことでありますが、ただし先

ほど申し上げた県・国での本部設置と同時期に町の対策本部を任意で設置をするという

ことも可能だよということでございますので、そういった中で対応していきたい。また、

町内での、そういった、これは季節性インフルエンザか新型インフルエンザかというの

は非常に判定は難しいわけでございますが、そういった発生状況も当然視野に入れなが

ら、その対応については行っていきたいと思いますし、要請も含めてしていきたいとい

うことでございますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３４号議案の質疑を打ち切ります。 

   ここで、１０分間休憩とします。 

                             休憩 午前１０時４８分 

─────────────── 

                             再開 午前１０時５８分 

○議長（大嶽 弘君） 休憩前に戻し、会議を再開します。 

   次に、第３５号議案の質疑を行います。 

   ７番、池田久男君の質疑を許します。 

   ７番、池田久男君。 

○７番（池田久男君） ３５号議案の財産の取得でございます。 

   本年の５月９日に８社により指名競争入札が行われまして、有限会社東京理科器、豊

橋市が契約したということでございまして、２,０８８万円余ということでございます。 

   東京理科器ということでありますが、どんな会社か、ちょっと主な具体的な説明をお

願いをいたします。 

   関係資料の３３ページを見ますと、ほかの７社と比べてみると、資本金、営業年数な
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ど、多少なりとも僕が考えるとちょっと小さいと言ったらいかんけど、少数精鋭主義で

やっておられるかどうかわかりませんけれども、どんな会社か具体的に説明をお願いい

たします。 

   それと同時に、本町のかかわり、過去に契約行為とか納品、この会社とあったかどう

か。もしありましたら、どんなことでかかわりがあったか、説明をお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 契約予定者であります有限会社東京理科器についてであります。 

   会社の創業が昭和３１年４月で、その後、平成６年１２月に法人化をされまして、現

在の会社となっております。 

   本町に登録のあります営業種目につきましては、パソコン機器の販売、学校教材、教

育機器の販売、少額機器等の販売が挙げられます。 

   営業の成績といたしましては、平成２４年度におきましては、約７,４００万円の売

上高があるということでございます。 

   幸田町以外の主な取引先といたしましては、蒲郡市内の各小・中学校を初め豊川、岡

崎、田原の各小・中学校などがあって、学校の教材、あるいは教育用の各種機器の販売

を得意とするという会社であるということでございます。 

   取引の実績でございますが、会社が創業いたしました昭和３１年の翌年、昭和３２年

度より本町との取引が始まり、以来、５６年にわたり実績があるということでございま

す。 

   最近の取引実績におきましては、平成２４年度、予防接種管理システム改修業務等、

総額で約１,４７０万円の実績があるものでございます。 

   これまで取引をした物品の購入、あるいは各種業務につきましても、問題なく履行が

されておる業者であると考えております。 

○議長（大嶽 弘君） ７番、池田君。 

○７番（池田久男君） 今、説明いただいたとおり、いわゆる理科系で、品物とか教材とか

機器とか言われましたけれども、理科のビーカーとか試験管、部品の名前を出してはい

けないと思いますが、そういう部類のものでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 理科の理化学の科学機器の販売ということで、おっしゃるとお

り、そうした備品についての販売も行っている会社であると思っております。 

○議長（大嶽 弘君） ７番、池田君。 

○７番（池田久男君） それでは、もう１点、もしこのパソコンにふぐあいとか故障等が生

じた場合、すぐ対処できるかどうか、お伺いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 今回の契約では、メーカーの保証特約にて、保証期間中の故

障であれば、無料で修理が受けられると。ノートパソコンにおきましては、故障した場

合には３年間のパーツ保証、無料でございます。そして、１年目の翌営業日からは、１

年間学校訪問をしていただけます。また、校務用のデスクトップでありますが、これに

つきましては、５年間のパーツ保証、そして５年の学校訪問における修理。 
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   また、今回、コンピュータ室の更新もございまして、今、これがデスクトップなんで

すが、これはあえて特約はつけてございません。これは故障時のデメリットと有料であ

る保証の特約を勘案してございます。そういった面では、日々のメンテナンス、これを

既に情報教育の一環といたしまして委託契約、これは各校を巡回をしている技術者がお

りまして、この者がソフトウエアのアップデート、そしてソフトなどの誤作動等の対処、

こういった簡単な部品交換などもきめ細かく学校現場を指導しております。 

○議長（大嶽 弘君） ７番、池田君。 

○７番（池田久男君） 隣接市、蒲郡、岡崎にも業者がおります。このふぐあい、故障等が

生じた場合、メンテナンスの部分は急を要するものでございますので、その辺の対処の

方をお願いしたいと思いますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） そうした学校への緊急対応、機器管理、そうしたものも含め

まして、業者には特例をさせていただきたいと思っております。 

○議長（大嶽 弘君） ７番、池田久男君の質疑は終わりました。 

   次に、８番、酒向弘康君の質疑を許します。 

   ８番、酒向弘康君。 

○８番（酒向弘康君） 昨年度、役場内のコンピュータ、パソコン等が更新をされたという

ことでありますが、今回の補正では、学校関係のパソコン、サーバーということです。

学校関係と町全体の要入れかえパソコンの入れかえ率、あるいは今後の入れかえ計画に

ついてお伺いします。 

   また、今回の学校関係で更新された後、不要になったパソコンはどうされるのか、お

聞かせください。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） まず、小・中学校におけるパソコンの入れかえの関係でござ

いますが、今回、ＸＰ機の入れかえで申し上げますと、現在、ＸＰ機は５７８台ござい

ます。この契約によりまして、１１４台の更新、そして１２台の増設、トータル１２６

台となるわけでございます。よって、入れかえ率につきましては、５７８分の１１４で

ありますので、約２０％の入れかえ率となります。 

   次に、今後の入れかえ計画でございますが、情報教育機器につきましては、国の基準

台数の整備のもと、この更新にも留意して計画に取り組んでおります。２５年から２７

年の計画期間といたしまして、実施計画によりまして小・中学校の職員用のノートパソ

コンの更新、そして小・中学校のコンピュータ室、デスクトップの更新を計画しておる

ところであります。 

   入れかえ率といたしましては、先ほど申しましたことしの入れかえ率がおおむね２

０％でありますが、２６年度、今後の予定でございますものに当てはめますと、４１台

の更新をしますので、トータル１５５台となりまして、約２７％、そして２７年度は、

８２台を更新いたしますので、トータル的には２３７台、約４１％が達成されると考え

ております。また、２８年度については、４校のコンピュータ室を１６４台取り組んで

まいりますので、全体では４０１台の完了になり、約６９％の入れかえ率が達成される
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見込みです。 

   なお、残り１７７台がありますが、これは調べ学習用の普通教室に常設しております

パソコンでありますので、当面、更新の計画を予定しているものではございません。 

   また、今回、不要になったパソコンをということでございますが、パソコンの再利用

については、ノートパソコンはリース品であり、契約リースへの返却、そしてデスクト

ップにつきましては、町の備品でございますので、廃棄が妥当と考えております。 

   以上です。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 全体というお話もございましたので、全体のパソコン等、今後の

入れかえ計画等について説明いたします。 

   町全体でございますけれども、全パソコンの数でございますけれども、１,１８４台、

これは小・中学校、教育委員会等の関連も全部含めます全パソコン１,１８４台、うち

今回のＸＰが６２０台となりますので、ＷｉｎｄｏｗｓのＸＰの率としては５２.４％

になります。小・中学校を除きますと３３４台、うちＸＰの台数につきましては４２台

となりまして、ＸＰの率としては１２.６％というものでございます。 

   入れかえの計画でございます。小・中学校を除く台数としましては、Ｗｉｎｄｏｗｓ

ＸＰのパソコンの数は４２台、うち３７台でありますけれども、これにつきましては、

研修用のパソコンということで、単独機としての使用ということで、インターネットに

は接続しないものでございます。あとの５台は、特定の専用回線にしか接続されないパ

ソコンとして使用しておるというものでございまして、これら４２台につきましては、

入れかえや機器の更新は予定しておるものではございません。 

   それから、リース切れパソコンの活用というお話もございましたので、今回、リース

が満了するパソコン５８台につきましては、リース物件でございますので、町への無償

譲渡の交渉をしながら、将来的にはパソコンのデータ管理等が、いろんな諸条件がうま

くできるものであれば、カンボジアへ寄贈するような方向での検討を行っておるという

ものでございますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ８番、酒向君。 

○８番（酒向弘康君） 細かく計画も示されました。 

   先ほど出ておりましたように、日本マイクロソフト社、これが明らかにしているＷｉ

ｎｄｏｗｓＸＰのセキュリティーのサポート期限、これは来年の４月までということに

なっております。 

   答弁にもありましたように、インターネットに接続せずに使えば問題ないということ

でありますが、事業所の多くはＷｉｎｄｏｗｓ７、あるいは８への移行が急ピッチで現

在進められておるわけなんですが、ＸＰを多く導入している自治体では切りかえに多額

の費用がかかり、期間内での、１年間ですね、更新が間に合わないという声も出ている

ようであります。 

   ＸＰのサポート終了後以降は、サイバー攻撃に対応できなくなってしまいます。２８

年度までに６９％ということでありますが、この間の期間も問題となるかと思います。

自治体には多くの住民の個人情報などがあり、学校関係も同様に情報漏れの危険性が高
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まり、事態は深刻だというふうに思います。本町のＷｉｎｄｏｗｓＸＰのサポート期限

に対する対応状況についてお伺いをいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 議員が御指摘されましたサポート期限問題等への機器管理、

大変重要なことでありまして、更新までのＸＰの安全対策につきましては、今回の更新

によりまして、小・中学校に残るＸＰ機につきましては、児童・生徒が使用するものば

かりとなっております。 

   インターネットからの情報取得は有効な手段でございまして、調べ学習でありますが、

本機についてもインターネットに調べ学習は接続を使用してまいります。なお、この場

合、ファイアウオールだとか、ウイルスバスター、そしてフィルタリングソフトといっ

た対策を講じてありますので、学校のインターネット環境ではありますが、ウイルスの

攻撃に対する安全性に問題は指摘されておりますので、当該コンピュータにおける作成

文書など重要なデータは保存しない並びにウイルス感染を防止するため、ＵＳＢなどの

記憶媒体を接続しない、こういったことを各校へ指導・通知したところでございます。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 町全体のＷｉｎｄｏｗｓＸＰのサポート期限に対する対応状況と

いうことでございます。 

   サポートのこの期限が終了しますと、セキュリティーリスクの増大、アプリケーショ

ンソフトのサポートが終了すると、それから周辺機器等にも影響のおそれがあるという

ようなことが生じます。今回、インターネット等、外部接続を行わず単独運用とした限

定的な運用であるという形での厳格な運用を行っておるものでございまして、業務情報、

住民等への個人情報が漏えいすることがないように行っているものでございます。 

○議長（大嶽 弘君） ８番、酒向弘康君の質疑は終わりました。 

   次に、５番、中根久治君の質疑を許します。 

   ５番、中根久治君。 

○５番（中根久治君） 同じく、パソコンの問題についてお聞きします。 

   平成２３年の１２月の議会で、幸田役場庁舎内のパソコンを全て富士通に取りかえま

した。今回は、学校関係のパソコンの全てを富士通に取りかえます。前回が２７０台で

ございましたので、合計３９６台の役場と学校が全て富士通に染まっていきます。町全

体では、今お話しのように、約１,２００台のパソコンがあると、３分の１が富士通だ

と。今後、また３分の２が富士通かと。全部富士通に染まるのかなということを心配し

ての質問でありますが、今までの契約で言うと、６,３９６万円を富士通に支払うこと

になるかなと思っております。 

   幸田町内には、パソコンをつくっている有名企業が何社かございます。なぜ、有名企

業の何社かに相談しないのかなと。企業誘致をしたら、もう地元はそのままかと、放っ

ておくのかと。やはり、企業誘致をした以上、地元企業を大事にすべきじゃないのかな

というふうに思いますので、企業立地課に見解を求めたかどうか。そういうことは全然

違うと言われますけれども、やはり企業誘致をした以上、幸田町内に何社かあるわけで

すから、そういうところにやっぱりちょっと声をかけるということは大事かなと思って
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おりますので、その辺のいきさつについてお伺いします。 

   なぜ、富士通なのか。富士通の企業城下町じゃないような気がしておりますが、なぜ

富士通なのかということですよね。ほかの会社のほうにパソコンの検討をされたのか。

例えば、ソニーならソニーという会社に検討したのかということについてもお願いをし

たいと思います。富士通選択の経緯について、指名競争入札でございますので、富士通

でなければならないという部分がとても大事かと思いますから、お聞かせください。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） まず、町内業者の関係で、関係する所管部局に問い合わせし

たかということでありますが、今回は、そういった見解を求めておるものではございま

せん。 

   教育委員会といたしましては、機種の選定に当たりましては、やはり国内外のメーカ

ーも、価格面とかサポート体制、こういった面を考慮しまして検討をしてまいりました。 

   まず第１に考えましたのは、ハード面でございまして、各校の既設機でありますサー

バー、これが全て富士通でありまして、また故障時の即応性、そして部品の調達や保守

の一貫性、こういったことから判断をいたしました。 

   次に、ソフト面でありますが、更新時の前のコンピュータが全て富士通でありました。

教職員が通常の操作から簡単な障害時のメンテナンス操作方法などにもなれているとい

う面も考慮したというところで、今回、富士通にメーカーを指定いたしました。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 残り８００台、恐らくこれもまた富士通になるのかなということは、

今の答弁を聞いておると、そんなような気がしております。前が富士通だったから、次

も富士通と。なれておるから、また富士通と。そうなっていった場合、ずっとやはりほ

かの幸田町内にある企業のつくっているパソコンには一切触れないと、そういうふうな

方向になっていくというふうに恐れを心配しておりますので、その辺のところについて

も再度お願いをします。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 教育委員会の関連します小・中学校につきましては、やはり

先ほども機種選定のところで申し上げましたとおり、富士通に限定した選定をしたとこ

ろではありますが、やはり今までの操作性だとか、そしてメンテナンスだとか、そうい

ったことを考慮しますと、やはり現在使っておる富士通製が最も適しておるということ

からの判断でございますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 先ほど副町長が、まだ幸田町内には全部で１,１８４台あるという

ことを言われましたので、残りまだ約８００台あるわけですが、それについても、８０

０台というのは全部富士通になるのかどうかということについて、ちょっと副町長に答

弁をお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 先ほど申し上げましたように、１１８４台、小・中学校分が８５

０台というような説明をしました。小・中学校を除きますと、３３４台のうち４２台が
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ＸＰということです。それから、使用機種につきましては、ちょっと最終的な確認はと

っていないですけれども、富士通機器で全部統一しているというふうに把握しておりま

す。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） これではもう将来にわたって富士通から逃れることはできないとい

うような気がしておりますが、やはり幸田町内の企業を大事にするという観点から、そ

ういった今のパソコンはどこの会社のパソコンも同じなんですよね。その部分、昔と違

うというところを考えていただきたいというふうに思っております。 

   前回は、トーテックアメニティという名古屋の会社が落札をしました。今回は、豊橋

市の東京理科器という会社が落札をしておりますね。合わせて６,４００万円の税金が

町外に出ていっております。幸田町の商工会というのは、蚊帳の外なんですよね。全て

町外だと。幸田町商工会の出番はないのかな、どういうところで幸田町商工会というの

は働くものかなということがとても気になりました。 

   機種を富士通に特定すれば、入札に参加する業者も限定されてきます。町内の地元の

業者をもっと大事にしないといかんなと。地元業者に元気になってもらうことが町の発

展につながるわけですから、そういった意味で、この機種選定、まだ残りたくさんある

ものですから、そういった意味で、幸田町内の業者、または商工会などを通じていろん

なところに相談をかけるということは大事かなと思いますので、その辺のことについて

のお考えをお聞きします。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 今回、小・中学校で導入いたしますパソコンの関係で、町内

業者というような観点からの御質問だと思いますが、当然、物品の調達の場合は、町内

業者からの購入を念頭に業者を検討するところであります。 

   実際、教育委員会といたしましても、デジタルテレビの場合は、平成２２年から導入

しておりますが、町内業者にて全て購入をしておるところでございます。 

   今回、指名競争入札では、やはりこれらの業者を内申できずに町外となったところで

ありますが、やはり納入の仕様だとか、そのコンピュータ本体の購入のみではありませ

んで、校内ＬＡＮへの組み込みだとか、またサーバーの更新では、校内全てのコンピュ

ータを管理するためのデータの移行作業、こういったものも行う仕様になっておりまし

て、いわゆる初期設定作業、こういったものが必要となったからでございます。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） パソコン、それから汎用コンピュータしかりでありますけれども、

コンピュータ自体を導入する場合には、何が一番重要かというのは、ソフトウエアの問

題であります。 

   要は、幸田町が今、岡崎市は日本電気、幸田町は富士通、刈谷も安城も富士通、田原

も富士通、要はアドミニストレーションと言いますか、行政特有のソフトウエアが得意

な分野とそうでない分野があります。そういうことで、継続的に使用されるというのが

一般的な問題です。 

   それはなぜかと言うと、インターフェースがとれるということです、簡単に。従来、



- 30 -

日本電気のものから富士通に載せかえるもの、ＩＢＭから富士通に載せかえるものとい

うのは、非常にソフトウエアの問題が出ます。 

   そういうことで、従来も幸田町はソニーのバイオというパソコンを入れました。入れ

たんですけれども、非常にそれがインターフェースがうまくとれない。そのことによっ

て、全部撤去しました。 

   そういうことで、地域の地場のそういうコンピュータも使っているんです、実は。で

すけれども、インターフェースがうまくとれないということが一番重要な案件でありま

して、しかし一度入れますと、大体そのような企業のもので安価に入れて使っていると、

そういうものがほとんどだと思います。 

   全部載せかえろということになったら、えらいお金がかかるわけです。何億円という

お金がかかるわけでありまして、町内の企業を入れてやりなさいというお話ですけれど

も、ソフトウエアだけじゃなくして、ハード・ソフトの両面のフォローをしていただか

ないと十分に使いこなせないということでございますので、決して町内の、例えばパナ

ソニックにしましても、十分使える機種をいろいろ出しているかと思います。そういう

ことも、今、従来やった経過においてそういう状況が発生いたしておるということだけ

御承知いただきたいというふうに思っております。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） インターネットで調べてみても、日本中の官公庁のパソコンは富士

通とＮＥＣが独占的に占めておるということがわかりますので、そのことは承知をして

の質問でございますが、幸田町内にも東京理科器のようなあっせんするような、そうい

った業者は幸田町内にもあるわけですので、そういったところを育てながらそういう会

社にしていくべきじゃないかなと、そういうふうなことを思っております。東京理科器

のように資本金３００万円というようなレベルの会社は幸田町内にもあるわけですから、

またはないにしても育てることはできるわけですので、そういった考え方も必要だろう

と。今ないからこうだというんじゃなくて、やはり幸田町の中の企業を育てていく、で

きたら幸田町内で何でもやれるようにするというのが、４万人、５万人を目指す幸田町

の姿勢だろうというふうに思いますので、その辺をぜひ考えていただきたいという話で

あります。 

   次に、前回はトーテックアメニティという会社が落札をしまして、少しの差で、次は

東京理科器でした。今回は、落札を見てますと、東京理科器がトップになりまして、ト

ーテックアメニティは最後に回りました。前回、２番札が今回はトップと、そういうこ

とで、２番札の法則というのが生きているのかなというような気がいたしました。 

   さて、前回の入札参加者の一覧表と今回の一覧表を見比べてみますと、資本金と営業

年数の部分で、営業年数が２年前の話ですから、それが２年たってもまだかわらないと、

そういう業者が登録されておりますが、どういうふうにこの書類はチェックされていま

すか。その点についてお伺いします。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） まず、今回の入札につきまして、落札者及び次点の業者、順位

というようなお話がございました。私どもいたしましては、あくまでもそれぞれの参加
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業者が見積もった入札金額の結果であると考えて、適正な入札であると考えております。 

   議員御指摘の、前回、平成２３年の職員用パソコン購入時の入札参加者一覧表と今回

提出をさせていただきました一覧表の中で、営業年数が前回と同じ教育産業株式会社の

営業年数が６０年と同様であったという御指摘でございます。 

   これは、前回分のものに誤りがございました。今回の入札参加者一覧表の営業年数が

正しいものであります。前回分につきましては、営業内容書という入札参加申請書の中

にあるわけですけれども、手書き等でつくられた書類でもありました。そうしたことで、

私どもの単純ミスをいたしたものでございます。今回、そうしたことも含めまして、今

回の参加者申請書の中でも、商業登記簿による確認をいたし、今回、資料を作成をさせ

ていただきました。 

   いずれにしても、私どもの総務部の所管ミスでございました。おわびを申し上げます。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 町内業者の取り扱いということで、育成していくということでご

ざいます。入札の指名審査等におきましては、それぞれ所管担当部局と指名審査会等で

議論しながら今回の入札参加業者を決めておるわけでございますけれども、御指摘等の

点等も今後踏まえて入札参加資格の適正な運営に当たってまいりたいと思いますので、

よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 先ほどの教育産業の営業年数のミスの問題ですが、今回が６０年と。

前回、２年前に６０年というふうに教育産業が書いてきたという判断ですか。書くかな

と、そういうふうに思うんですが、もう一度、ちょっとそこを確認します。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） これは、設立が何年、創業が何年という開始年が書いてござい

ました。その経年計算をする中でミスを犯したものでございます。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） ということは、こちらで計算したということですね。 

   もう１カ所ありますよね。何か営業年数が今回と２年変わっているのに、１年である

というような、そういう部分についてお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 御指摘の部分は、トーテックアメニティ株式会社の部分だと思

います。前回の入札時、参加をしておりましたが、このときが４０年の営業年数、今回

４１年となっておりますのは、入札時点での営業年数のため、昭和４６年５月に会社を

始めたということでありますので、前回から２年を経過をしていないということの関係

の表記になっております。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根君。 

○５番（中根久治君） 業者にとっても死活問題でございますから、そういった書類につい

て、きちっとやっぱり確認をして書いていただきたいというふうに思っております。信

用問題にもかかわる問題ですので、何か随分ずさんなチェックで書類が上がっとるなと

いうような気がしますから、そういうことのないように今後よろしくお願いします。 
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   以上です。 

○議長（大嶽 弘君） 総務部長。 

○総務部長（小野浩史君） 御指摘の点、もっともでございます。くれぐれも督励をさせて

いただきまして、ミス等の防止に努めてまいりたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） ５番、中根久治君の質疑は終わりました。 

   次に、１番、中根秋男君の質疑を許します。 

   １番、中根君。 

○１番（中根秋男君） 私のほうから、先ほどもリースで今までがあったというような話も

ありました。最近、各企業さんでは、リースやレンタルを利用されるところも多くある

ということを聞いております。それで、リース契約的なことは検討されたのかというこ

とと、リースだと契約金は幾らぐらいになったという、この点についてお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 議員申されたように、前回、更新前はリース契約であったわ

けでございますが、リース契約の検討ということであります。 

   当然、メリット等は承知しておるところでございますが、要するに多額の費用を一度

に出さないとか、廃棄物処理も適正に業者が行うとか、いろいろなメリットがあるわけ

でございます。 

   そういった面も承知しておりますが、今回のパソコンの使用年限、これがおおむね７

年を超えるというような状況でありまして、こういったことを勘案しまして、リース契

約から今回の買い取り契約に方向転換をさせていただきました。 

   その契約金の関係でございますが、今回、リース契約と今回の買い取りとの比較もさ

せていただいておるところでありますが、この契約を４年のリースで試算をいたします

と、利率を２.２７ということで換算をいたしましたところ、おおむね購入よりも１７

８万円ほど割高というところになったという考えを持っております。 

○議長（大嶽 弘君） １番、中根君。 

○１番（中根秋男君） わかりました。 

   １７８万円ちょっと高いと言われれば、そうなんですけれども、リースですと、各業

者さんですと、全額的に経費で落ちるとか、節税効果があるというようなことを言われ

ておるんですけれども、その点についてはいかがなんでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 確かに、業者さんにとっては、そういったもので優遇をされ

るかもしれませんが、やはりこちらとしましても、今回の更新を見てみますと、おおむ

ね７年と、先ほど４年で計算いたしましたが、やはりそれを超える契約期間というか、

再リースも考えておりますので、それを含めますと、例えばそれをもう３年延ばすとい

うふうに考えまして、そうしますとまた１６０万円ほど上乗せとなりますので、そうす

るとトータルが３３８万円ほどになってしまうと、こういったことも考慮いたしまして、

買い取りを決定いたしました。 

○議長（大嶽 弘君） １番、中根君。 

○１番（中根秋男君） わかりました。 
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   これからも、結局、リースじゃなくて買い取りになっていくかというぐあいに私は思

いますけれども、その点はよろしくお願いします。 

   あと、事務職員用なんですけれども、これがＷｉｎｄｏｗｓ７になっておって、あと

全てがＷｉｎｄｏｗｓ８という格好になっとるわけですけれども、この点について、ど

うしたことで、Ｗｉｎｄｏｗｓ８、一番新しい機種ですので、これにしたらどうかとい

うことをお伺いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 御指摘のＷｉｎｄｏｗｓ７への対応でありますが、今回、学

校事務職員用のノートパソコンにつきましては、町の財務端末用としても使用をします。

最新のＯＳでありますＷｉｎｄｏｗｓ８ですと、町の財務システムとの動作検証がなさ

れておりませんので、よってトラブル等を避けるためにも、町の財務端末と同様のＷｉ

ｎｄｏｗｓ７を指定をしたところであります。 

○議長（大嶽 弘君） １番、中根君。 

○１番（中根秋男君） わかりました。 

   業務上、やっぱりどうしても支障が出てしまうということだと思います。 

   それから、もう一つ、そのほかの部分で、その他と３０ページのところに書いてある

んですけれども、ここでプリンターが載っておるわけですけれども、この台数的なもの

は別に何もうたってございませんので、サービスでもらえるのか、幾らでももらえるの

か、１００台も２００台も会社がくれるのか、それとも数台しかくれないのか、くれる

のか、買うのか、ちょっとこれうたってないものですから、そこら辺をちょっとお願い

します。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 台数の明記がなく、大変申しわけありません。 

   今回購入いたしますプリンターにつきましては、コンピュータ室へカラーのインクジ

ェット、これはＡ３対応用でございますが、プリンターを１台購入するものでございま

す。 

○議長（大嶽 弘君） １番、中根君。 

○１番（中根秋男君） 各学校１台じゃなくて、たった１台ということでよろしいでしょう

か。再確認をお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 今回はコンピュータ室の更新がございます。このコンピュー

タ室専用のカラーインクジェットプリンターでございます。 

○議長（大嶽 弘君） ここで、途中ではありますが、昼食のため休憩とします。 

   午後は、１時から会議を開きます。 

                             休憩 午前１１時４０分 

─────────────── 

                             再開 午後 １時００分 

○議長（大嶽 弘君） 休憩前に戻し、会議を再開します。 

   １番、中根秋男君の質疑は終わりました。 
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   次に、１３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山千代子君。 

○13番（丸山千代子君） 通告をしておりました機種選定等につきましては、４人の方がそ

れぞれ質問をされたわけでありますけれども、改めて質問をしてまいります。 

   この機種選定に至った経過にいたしましては、富士通ということでありますけれども、

その中でＷｉｎｄｏｗｓ８が、先日、マイクロソフトのほうからＷｉｎｄｏｗｓ８につ

いてはふぐあいが出たということで載っておりましたけれども、こうしたＷｉｎｄｏｗ

ｓ７からＷｉｎｄｏｗｓ８に移行する中で、最初は売れ行き好調ということであったわ

けですけれども、ふぐあいが生じた点におきまして、この件に関してはきちっと対応で

きるかということでございますけれども、その点について経過説明をいただきたいとい

うことでございます。 

   次に、必要台数の確保ということでありますけれども、平成１８年度から教職員へノ

ートパソコン等を配置をしてきておりますけれども、それが更新をしてくるということ

で、この台数の確保についてはきちっと対応されているのかどうなのか、お尋ねしたい

というふうに思います。 

   次に、先ほどもありましたように、ＸＰの関係で言えば、来年からセキュリティーの

関係が少し心配になってくるわけでありますけれども、そうした点で、順次更新をする

というようなこともございました。この更新計画についてもお聞きしたいというふうに

思います。 

   今回は買い取りで、小・中学校の一部、坂崎小学校、幸田小学校、北部中、荻谷小、

深溝小と、それぞれ出ているわけでありますけれども、全体計画の中ではどのようにさ

れるのか、それについて説明がいただきたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） まず、機種選定の関係で、今回、ＸＰからＷｉｎｄｏｗｓ８

におおむねのものを交換するわけでございますが、これにつきましては、今回のメーカ

ーのサポートによりまして適正に納入されますので、それについても業者とは調整をし

ながら適正な納入に心がけてまいりたいと考えております。 

   次に、必要台数の確保の面からの御質問をいただきました。各学校におきましては、

教職員数、これは非常勤職員も含むものでございますが、将来の教職員数も見込みなが

ら、勘案して購入計画を決定をいたしました。例えば、坂崎小学校の教員用のノートパ

ソコンにつきましては、１３台がリースが終了となるところでありますが、今回は１５

台を購入する。そうした面で、全体的には３校で１２台の増設を考えておるところであ

ります。 

   また、職員室には校務用のデスクトップが各小・中学校とも２台整備されておりまし

て、これは共同作業機として、ホームページの作成や記録映像の処理などの業務に使用

されておるところであります。 

   また、子どもたちが使用しますコンピュータ室の更新では、４０人編制のクラスに対

応する措置で対応をしてまいります。 

   次に、セキュリティーの関係でございますが、今回、ＸＰを更新するというところで、
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全体計画をどうするんだというようなことでありますが、これにつきましては、平成２

５年から２７年の実施計画により取り組みをしてまいりたいと。小・中学校の職員用の

ノートパソコンの更新、また小・中学校のコンピュータ室デスクトップの更新を計画し

ておるところでございます。 

   その概要を申し上げますと、平成２６年にはトータル１５５台の更新となりますので、

更新率としては２７％、また平成２７年にはトータルで２３７台の更新となりますので、

約４１％の達成を見込んでおります。全体といたしましては、平成２８年度が最終年と

いうふうに考えておりますが、これは４０１台を完了といたしますので、全体的には約

６９％の入れかえ率が達成されるということであります。 

   なお、残りの１７７台、これは調べ学習用に各普通教室等で常設しておるパソコンで

ございますので、当面、更新の計画は予定しておりません。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 平成２８年まで更新をし続けるということでありますけれども、

その時間差の中でコンピュータも日々変わってくるわけでありまして、先ほど言いまし

たように、Ｗｉｎｄｏｗｓ８については非常なふぐあいだということで、改良の余地が

されるということになってきている報道もあったわけであります。 

   そうした関係で、以前もこうした関係で、Ｖｉｓｔａでしたか、何かふぐあいがあっ

て、早々に変わったと、Ｗｉｎｄｏｗｓ７になったと、こういうような経過もある中で、

将来的にはわかりませんけれども、しかしながら今取り入れる８については、このよう

にメーカーのほうが改良するというようなことがありますので、そうした点からすれば

いかがなのかなと。きちっと対応していかれるとは言われましたけれども、まだ購入に

至っていない中でのこうした情報があったということについてはどう考えられるかとい

うことでございます。 

   それから、管理体制でございますけれども、管理体制にあっては、教員のほうのパソ

コンのデータが盗まれるというようなこともいろいろあって、持ち出し禁止とはされて

いるものの、しかしながらまだまだこうした問題は後を絶たないわけであります。今は、

こうしたパソコンによっていろんなデータがその中に蓄積をされていくわけであります

ので、こうした管理体制は十分やっていかないと、個人情報の漏えいというようなこと

にもつながりますので、その辺のところは万全なくやるべきだというふうに思いますが、

増設も含めて、将来の教職員の増員にも対応する形の中でやられるわけでございますが、

そうした管理教育というものはどのようにされていくか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） Ｗｉｎｄｏｗｓ８への対応ということでございますが、これ

につきましては、今回の導入のＯＳのほとんどが８でありますので、これはやはりメー

カーとしての責任においてしっかりとサポートしていただきながら導入に向けて取り組

んでいくという考えでおります。 

   そして、二つ目の管理体制でございます。情報モラルというようなことかと思います。

これにつきましては、学校の職員が適正にコンピュータを使うためのルールというのを

遵守、そしてモラル研修ということであります。 
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   教育委員会といたしましても、小中学校のコンピュータ等管理運営要綱、また小中学

校個人情報の保護管理ガイドライン、こういったものを使いまして、職員会議の折には

学習会を行っていただいております。 

   また、職員会議に出席しない非常勤の職員にあっても、学習会資料を配付し、また個

別にその内容を伝達しておるところでございます。 

   各学校の情報教育担当が集まります、教育委員会が主催いたします情報化対応教育推

進委員会、ここにおいても情報モラルの教育に関する研修を行っておるところでござい

ます。 

   また、それに対応します情報を、今度は先生方がやむを得ず学校から外へ出す場合の

対応でございますが、これは電子データによる個人持ち出しは原則禁止であります。暗

号化することなど、また安全対策を講じた記憶媒体、これを使うことを徹底しておりま

して、校長の許可を得なければ個人情報を学校の施設外へ持ち出すことは禁止しており

ます。こういったセキュリティー基準をしっかりと設けまして対応しておりますので、

管理体制を万全にこれからも取り組んでまいりたいと考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   次に、６番、都築一三君の質疑を許します。 

   ６番、都築一三君。 

○６番（都築一三君） 私は、この旧パソコンやサーバー等の再利用計画についてお尋ねを

したいと思います。私の年代では、もったいないとか、疎ましいとか、いろんな世代で

あります。下取りについてお尋ねをいたしたいと思います。 

   平成２３年度庁用パソコン２７０台、今回も含めて３９６台の役場と学校関係、総額

約６,３９６万円であります。更新の際における再利用の実績を踏まえて、その行き先

について一覧表にして公表していただけるか、お尋ねをいたします。有料・無料を含め

てお答えをいただきたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 教育委員会といたしまして、今回の更新に係るパソコンの再

利用の概要を申し上げます。 

   今回の更新に係るパソコンのうちノートパソコンはリース品でございまして、リース

品でありますノートパソコンについてはリース会社へ返却、またデスクトップにつきま

しては、これは町の備品ということで、町の特約条項によりまして無償譲渡されており

ますので、これにつきましては、校務用のデスクトップについては、２００４年設置、

そしてコンピュータ室の更新、これはデスクトップでございますが、２００２年、平成

１４年の設置であります。既に９年、１１年が経過しておりますので、これについては

廃棄というふうに考えております。 

   また、先ほど委員が申されました２３年に町から受けましたパソコンにつきましては、

これは普通教室で活用させていただいておりまして、ノートパソコン１４１台を学校に

譲渡いただいたものでございます。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） ２３年度庁舎内職員におきましてパソコンの更新をしたときの再
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利用の実績ということで説明させていただきたいと思います。 

   ２３年度の更新に伴いまして、平成２４年の１月でございますけれども、職員用のパ

ソコンにつきましては、リースが満了したということで、２７０台を新規購入したもの

でございます。そのときの前のパソコンにつきましては、基本的には事業系の廃棄物と

して廃棄処分したものでございますけれども、状態のよいノートパソコン、この１４１

台を各小・中学校に配付し、児童・生徒の調べ学習のためにインターネット利用として

活用しているものでございます。 

   なお、その他の残りのパソコン、これが１１６台でございますけれども、廃棄処分し

たという再利用の経過がございますので、説明させていただきました。 

○議長（大嶽 弘君） ６番、都築君。 

○６番（都築一三君） 私は、下取りのまだ使えるものがあるんで、当然、ほかにも利用さ

れたんじゃないかなと思ってお尋ねをいたしました。 

   また、先ほどカンボジアのほうに、外国へどのような条件で持ち出されるのかという

ことがちょっと話が出ましたので、それについてもうちょっと詳しく教えていただけた

らありがたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 今回、リース切れによります返却されますノートパソコン５８台

につきましては、リース会社に対しまして町への無償譲渡ということで交渉を進める中

で、先ほど言いましたように、カンボジアへ町が訪問するときに、うまく機会を捉えて

寄贈したいなという意向ではあります。ただ、相手先の受け入れ、流通経路、経費、そ

してデータの管理等々、いろんな形で、受入先とこちら側の対応等を調整して、うまく

活用していただけるものならば、カンボジアでうまく活用していただきたいというよう

な、現在、方向で調整をいたしておるところでございます。 

○議長（大嶽 弘君） ６番、都築君。 

○６番（都築一三君） 外国への持ち出しということでございますが、ほかに実績があるの

かないのかということと、また外国に輸出する場合は、輸出規制の対象に合わないか、

そんな心配もあります。輸出があった場合には、先ほど副町長がおっしゃったように、

データの消去等々、これから問題が起きないかということについてお答えをいただきた

いと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 今、お話がありましたように、当然、海外への今までの実績とい

うものでございますけれども、前回、町長等がカンボジアのほうへ訪問された際にも、

パソコンを利用していただくような形でお贈りした経緯はございます。 

   今回につきましても、やはり実際に私どもが使っていただきたい対象の方々、カンボ

ジアの方々にうまく利用していただけるというような視点で、途中で流出しちゃうこと

がないように、そういった維持管理の面も含めて、現在、調整をしておるところでござ

います。 

   当然、データ管理等につきましては、その相手先でうまく利用できるような外国語機

能だとか、そういったような転換もございますので、その辺もチェックした形で持ち出
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すというようなものでございます。 

   海外に持ち出した実績というのは、幸田町においてもあるというものでございますの

で、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） ６番、都築一三君の質疑は終わりました。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 基本ソフトの関係でお伺いをするわけですが、いわゆるＯＳ基本ソ

フト、先ほどの質疑を聞いておりますと、７と８だということですが、７にしましても、

８にしましても、それぞれ発売の時期というのがあるわけですが、それはいつといつで

すか。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） 発売時期でございますが、一般発売ということで示させてい

ただきたいと思いますが、まずＷｉｎｄｏｗｓ７でありますが、２００９年１０月２２

日でございます。Ｗｉｎｄｏｗｓ８でございますが、これは２０１２年１０月２６日で

ございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） ＯＳは基本的には３年に一遍ぐらいずつ新機種が出てくるというこ

とで、今言われたように、７については２００９年の１０月、８については２０１２年

の１０月ということですが、サポート期間はおおむねどれだけですか。 

○議長（大嶽 弘君） 教育部長。 

○教育部長（春日井輝彦君） サポート期間につきましては、製品提供開始から１０年とい

うことを聞いております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） そうした点からいきますと、８は２０１２年の１０月、８は非常に

使い勝手が悪いという悪評が広がって、なかなかこれは伸びていないことは事実です。

ということで、７が今全体で４３％占めているということですが、いずれにしましても

７も２００９年という点で、今、２０１３年ということを含めると、もうほぼほぼ中間

点に来ているという点で、７と８という関係を含めていきますと、今回のこの資料でい

きますと、７が９台の８が１１７台という点も含めていくならば、私はもう一つの問題

として、これからどうしようかなという問題。 

   先ほどちょっと触れて話がございましたが、ＸＰがまだ残っているわけですよね。こ

れは、教育委員会ということじゃなくて、幸田町、あるいは外郭団体も含めて、幸田町

が財政支援団体という形の中で、そういう団体におけるＸＰの状況がどうなのか。そし

て、もう一つは、買いかえをするときに、幸田町と別に富士通がどうのこうのというこ

とじゃなくても、要は新しい機種がなかなか使い勝手が悪くて、今、８が大体全体の

２％ぐらいしか伸びていないと。ただ、ＸＰが来年の４月の９日に終わると、サポート

がね。ということで、そこら辺の伸びがどうのこうのという点で、７よりも８のほうが

比重が高くなってくるであろうというのはあります。 

   そうしたことも含めて、じゃあ我がまちのと言ったときに、教育も含めて、行政の分
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野だけの問題じゃなくて、財政支援をしている各種団体、外郭団体の状況というものに

ついては、どういうふうに把握をされて、今後どうされるのか、答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） 外郭団体の実態ということでございます。 

   ６団体、社会福祉協議会、シルバー人材センター、幸田土地改良区、区画整理組合、

学校給食会、文化振興協会の計６団体を調査いたしましたところ、保有しておるパソコ

ン８７台のうち１６台がＷｉｎｄｏｗｓＸＰということで、ＸＰの率としては１８.

４％というものでございます。 

   なお、今後の更新計画等につきましては、その時期等は把握できませんでしたけれど

も、新規パソコン導入というようなことで、６団体の計で１４台更新計画があるという

ことを調査まで行いました。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 特にＸＰの関係が、サポートが来年の４月９日に終わる。そうした

ときに、インターネットに接続すれば、いわゆるウイルス対策ということが終了するわ

けです。 

   私がなぜ心配するのかと言うと、そういうパソコンに個人情報を含めたセキュリティ

ーにかかわる問題がフリーパスになっていく。そうしたときに、町民における個人情報

やらいろんな問題が無防備の状態という点でいけば、私は行政として財政支援団体に対

しても、どの機種をどうするかはともかくとして、私は新しくウイルス対策を十分整え

たものに更新をしていくと、こういうことをやらないと、いわゆる外郭団体、財政支援

団体だと、後は自主独立で自分たちでやっていきなさいよということでおやりになるの

も一つの筋道かもしれないけれども、そこに登録されている個人情報等が漏えいする、

そういう危険にさらされることは間違いないわけです。そういうことも含めて、やっぱ

り町は包含的な対策としてどうするのかというものを、やっぱり方針として持つべきで

はないだろうかというふうに思うわけです。そうした点で答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 副町長。 

○副町長（成瀬 敦君） おっしゃるとおり、外郭団体６団体につきましても、日ごろの情

報連携を密にとっておるということで、今までの機種の汎用性だとか、今までの情報の

やりとり等、いろんな経緯を含めまして、やはりＸＰとかいうものについても、更新対

応の計画の中で業務情報・個人情報が絶対に流出することがないような対策を行ってい

く必要があるというものでございます。 

   これは、更新計画等々におきましても、やはり今言われましたように、それぞれの外

郭団体におきまして管理される物品ではございますけれども、やはり先ほど言いました

ように、今後の情報を密にしていくような見知におきましても、こういった機種の選定

関係につきましては、町の更新等、また今後の計画等にうまく対応するような形で相談

等、体制を整えてまいりたいと思っております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３５号議案の質疑を打ち切ります。 

   次に、第３６号議案の質疑を行います。 
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   ７番、池田久男君の質疑を許します。 

   ７番、池田久男君。 

○７番（池田久男君） それでは、親切行政の運営事業についてお伺いいたします。 

   私の記憶しているところでは、昭和５０年ぐらいに、この親切行政運営事業が始まっ

たと思っております。今では、この町全体について、町民にとってなくてはならない大

事な事業だと思っております。そこで、廃車になった経過についてお伺いをいたします。 

   まず、故障の概要はどうであったか、そして過去に故障とか修理をしたことがあるか

ないか、そして公用車の更新基準について、以上、この３点をお伺いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） それでは、親切行政について若干説明させていただきますけれ

ども、昭和４９年から、道路とか河川などの維持管理に関しまして、多種多様にわたる

町民ニーズに対応しまして迅速に応えるために、町直営により修繕等を行政として実施

しているということであります。 

   ２４年度、昨年度では年間５５０件を処理いたしまして、また親切体制につきまして

は、８名の体制で、車両もダンプ４台というような形で運行しております。２名一組の

単位で編成しているという状況でございます。 

   ただし、現在は２名ほど欠員しておりますので、実際は６名と。また、１台廃棄して

いる状況でございますので、３台にて実施しているという状況であります。 

   この２カ月間、４月・５月とこの３台にて６名で実施しておるわけですけれども、今

回、補正をいただきまして、１０月から２名追加し、８名でフル体制で行っていくとい

うふうな計画をしている状況でございます。 

   そして、故障した状況でございますけれども、平成２５年の３月５日、ことしの３月

５日、親切の作業中において、この１８号車がエンジン異常音による停止をしてしまっ

たということで、近くの自動車会社に持ち込んで確認させていただいたところ、エンジ

ンの焼きつきによるものということで判明いたしました。 

   そこで、修繕費・修理費を見積もりましたところ、１１８万円強の経費がかかるとい

うことで、実質８年経過で、距離も８万６,０００キロ程度ということでありましたけ

れども、公用車の自動車の更新基準に基づきまして、破損等が著しく、また１回の修繕

費が購入時価格の５分の１以上になるものも更新の対象とできるという規定を適用しま

して、３月２５日に行ったものでございます。 

   特に、この公用車の自動車更新基準がございますけれども、一般の更新基準としては、

例えば軽自動車ですと８年の８万キロ、またバスですと１５年の３０万キロという形に

なっていますけれども、一般車とトラック、こういったダンプトラックにつきましては、

１０年の１０万キロという基準でございます。 

   ただ、その他の規定としまして、破損が著しく、また１回の修繕料が購入時価格の５

分の１以上となるもの、これについても更新の対象となるというようなものを適用させ

ていただいているということでございますので、よろしくお願いしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） ７番、池田君。 

○７番（池田久男君） 公用車の更新基準として、１０年１０万キロと、軽では８年の８万
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キロということでございます。燃料系統が故障ということで、これは町民には身近な仕

事でございますので、ぜひ早く車を購入していただきたいと思いますけれども、リース

と購入の件でございますが、比較検討されたでしょうか、お伺いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） リースと購入との検討ということでございますが、まずは今、

台数が１台ないという状況でございますので、そういった場合、リースをすると、１日

当たり、２トンダンプの場合でございますけれども、１日５,０００円が必要だという

ことでございますけれども、現在のところは今の体制ですので、リースは特に行ってお

りません。 

   これをリースと購入との比較ということでございますけれども、まず５年契約のリー

スというのがございますけれども、そういった場合に、月当たり７万３,５００円とい

う形で、５年ですと６０カ月、トータルで４４１万円ということになるわけですけれど

も、こういったリースが満了しますと、買い取りという形とか、また返却ということが

ございますけれども、それに３７万円から５０万円程度かかるということで、トータル

では４７８万円から実際には５００万円程度かかってくるということで、経済比較しま

すと、購入のほうがということになります。 

   なお、こういった短期間でボディーの補修がないというふうな、またこれは全塗装を

行っているわけですけれども、そういった場合には、短期間であればリースということ

も考えられないこともないんですけれども、恒常的に、日常的に使うという作業車両と

してのダンプカーでございますので、経済的にも含めて、購入という方式をとらせてい

ただいているという状況でございます。 

○議長（大嶽 弘君） ７番、池田久男君の質疑は終わりました。 

   次に、１３番、丸山千代子君の質疑を許します。 

   １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 風疹が非常に大流行しているわけでありまして、県内におきまし

ては、昨年を上回って今年度のほうが大流行ということで、愛知県も助成事業を実施を

するということが急遽決まったわけでありまして、それに基づき今回の風疹ワクチンの

接種への助成でございますが、この助成が２００人分で、２０％の２００人分というこ

とで予算化がされました。私は接種対象者、これを限定せず、希望する人にも助成を拡

大すべきではないかというふうに思うわけであります。 

   今回の助成は、２０代から４０代の夫婦で妊娠を希望する方たちということで、助成

の対象の範囲が狭められているわけでありまして、そうした観点からすると、やはりこ

れは制度的に接種漏れの人たちがこのように風疹にかかってしまった。これが大流行に

つながってきたということでありますので、やはり未接種者につきましては、これは接

種の対象にしていくべきではなかろうかというふうに思うわけであります。その点につ

いてお尋ねしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今回の風疹の予防接種につきましては、５月１６日でした

か、知事の報道によりまして、その内容実施について報道されました。 
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   背景といいますか、先ほど議員言われましたように、昨年度に比べて比較的ふえてき

たということもあって、今回、緊急措置的な対応として県のほうがその補助要綱を定め

ておみえになります。 

   対象者につきましては、先ほど言われる、おおよそ２０から４０とはいうものの、実

際には妊娠を予定、もしくは希望してみえる女性またはその夫ということで、特別年齢

については限定をしておるわけではございません。 

   何にしましても、先ほど言われました対象者の拡大については、緊急措置的な対応と

いうことで、本来、任意接種であるものを、妊婦の方の子どもさんに与える影響を考え

ての緊急措置だということでありますので、この県の要綱に基づく対象者、これを町の

ほうも同じくして実施をしていくというものでありますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） この風疹が大流行に至った経過というのは、２０代から４０代の

接種対象者とならなかった世代の方たちが海外から持ち帰ってきているのではないかと

いうような見方も多いわけでありまして、また風疹におきましては、以前に１回だけ接

種した方たちにつきましては、これはワクチンの効力が少なくなってきている。そのこ

とからも、やはり２回接種が望ましいということも言われているわけでありまして、そ

の抗体について言えば、たとえ１回接種をしても抗体が少ないか多いかというのは調べ

ることができて、接種が必要だという方について言えば、やはりこれは結婚していなく

ても、抵抗力をつけるためにワクチンを接種したほうがいいわけでありますので、そう

いうことからしても、やはり私は限定しないでやっていくべきではなかろうかなという

ふうに思います。 

   今回の措置は、結婚をしていることが条件でありますので、そうした点からすれば、

非常に全ての方たちということから外れるのではないかというふうに思うわけでありま

す。今の状況では、小さいときから２回やるわけでありますので、接種をしている方に

ついては全て完了しているわけであります。 

   そこでお聞きをするわけでありますけれども、町内の未接種者の人数についてお尋ね

したいというふうに思います。 

   それから、この方たちへの周知等、あるいは接種を促す、そういうような対応という

のはどのようにしていくおつもりがあるか、その点についてお聞きしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 風疹につきましては、議員言われましたように、今ではも

う出生後の対象者は当たり前にやっておるわけですが、一時期、未接種の方が多い対象

があります。昭和５４年から６２年にお生まれの方が非常に接種率が悪いという、これ

も実際には接種をという呼びかけをしながらも接種率が悪かったという経過がございま

す。 

   ただ、基本的に抗体値が、抗体値というのは、要するに耐える力があるかどうかとい

うのは、風疹にかかったかどうかにもよりますし、実際には検査をしてみないとわから

ないというものでもあります。 
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   今回のこの補助の関係につきましては、風疹の妊娠をされた方が風疹にかかった場合

に、先天性風疹症候群という子どもさんが生まれる可能性があるということで、全国で

もこの１月から５月の間に５件、このうちの２件が実は愛知県で出生をした子どもさん

であります。それを受けて、実は今回、県のほうが緊急的にやるということで、風疹の

関係については、どなたでもということは、もちろん私もそうは思いますけれども、先

ほど申し上げましたように、基本的には今まだ任意接種という中で、今回緊急措置的な

対応ということで、妊娠を予定、もしくは希望してみえる方ということでお願いをさせ

ていただくということでございますので、よろしくお願いします。 

   それから、未接種者につきましては、私どものほうで接種履歴というのを実は管理を

しておるわけですが、いかんせん昭和６２年度から平成１３年度まで中学生、もしくは

昭和６２年生まれ以降の個別接種者、この方たちの接種履歴しか実はわかってございま

せん。転入者、もしくは個人で接種を当然してみえる方もあろうかと思いますが、全体

の人数としては把握をしておりません。 

   ただ、今わかる範囲の中で、昭和５９年の４月１日生まれ以降の方で私どものほうで

履歴がある方の中の未接種者というのは、２４８名お見えになります。これが全体かど

うかというのは定かではございません。 

   それから、周知の関係につきましては、当然、今回のことにつきましては、新聞にも

若干出させていただいておりますけれども、今後、広報、それから予防接種を受けられ

るであろう医療機関、こういったところにチラシを配布するなどして周知を図っていき

たい、当然ホームページのほうにも掲載をしていくということで、周知を図っていきた

いということを考えております。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 昭和５９年の４月１日生まれからの平成１３年度までの未接種者

については２４８人ということでありますけれども、これは女性だけということで理解

してよろしいでしょうか。以前は、中学校２年生の女子というように限定をして風疹の

予防接種を行ってきた経過があるわけでありますので、そのように理解していいかとい

うことであります。 

   一番この年代が、例えば結婚して出産を希望する、この年代になってきているわけで

ありまして、何よりも母体の保護、こういうものが必要でありますので、そうした点か

らすれば、私はたとえ結婚していなくても、希望する方には私は助成をしていく、こう

した考え方の中で継続して事業を進めていくべきではなかろうかなというふうに思いま

す。 

   それで、再度のお尋ねになるわけでありますけれども、今回は緊急促進事業で対応す

るわけでありますけれども、先ほどは県の補助要綱に基づいて助成をするよとおっしゃ

いました。今回は２００人分でありますが、これは１年限りになるわけでありますが、

引き続き次年度もこのような考え方の中で要綱がつくられているのか、この補助要綱は

単年度限りなのか、お尋ねしたいと思います。 

   それから、医師会との連携についてでありますけれども、当然、個別接種になるわけ

でありますので、町内や町外、この岡崎医師会管内等の医院において接種をするという
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ことになるわけでありますけれども、そうした医師会との連携についてはどのように対

応されているのか、お尋ねしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） まず、女性のみかという先ほどの数字でございますが、昭

和５９年からは中学校の２年生の男女ということでやっておりましたけれども、先ほど

の２４８名というのは、ごめんなさい、男性・女性含めての数字でございますので、よ

ろしくお願いします。 

   それから、さらに対象外の方も拡充をということで、風疹というのは、基本的に一度

かかるとかからない、いわゆる抗体値ができるよと言われている病気ですが、実際に風

疹にかかったかどうか、これが実際にはわからない。違う病気であろうという場合も実

は多くあるということを受けておりますので、幸田町の関係でわかりませんが、先ほど

言いました未接種の時期、年齢で言いますと２６歳から３４歳ぐらいになろうかと思い

ますけれども、この時期の方たちの接種率というのは低い。ただし、罹患率、いわゆる

かかったと言われている率というのは非常に高い時期であります。そういった意味では、

全員の方に対象ということではなくて、基本的に県の補助要綱に基づくものとして緊急

措置的なものということで対応したいと。 

   それから、２００名分の関係につきましては、先ほど言いました、基本的に今、幸田

町内では、年間約５００名程度の方が出生をされます。夫婦で掛け合わせますと１,０

００人ということになりますが、おおよそ２割程度、これが私どもの２００人という根

拠でございます。そういう意味で、２００人程度ということで組んでおるわけですが、

１年度限りの時限立法ということで今回県のほうもやられますので、幸田町についても

同じく本年度の３月３１日までということで対応はさせていただきたいと思います。 

   今後の経過につきましては、これは県のほうでも若干見解を持っておみえになります

けれども、当然、風疹の流行のぐあい、それと各市町村でこれからどういうふうに対応

するのかというふうにのも含めまして県のほうでは考えていきたいということを考えて

おみえになります。 

   基本的に今、西三河９市１町では、やはり１年限りの時限立法ということで対応され

るようでございますので、県内も多分そうであろうと思います。また、今後、情勢が変

われば、当然考えていきたいというふうに考えておりますので、よろしくお願いします。 

   それと、医師会の関係でございますが、当然、予防接種については、医療機関のほう

で接種をしていただきます。今回は償還払いと言いまして、一度、医療機関で接種をし

ていただき、その時点で受け取られる領収書、これを持って申請をしていただき、その

接種をしたことを確認をした後に助成補助をさせていただくという処理をさせていただ

きます。 

   本来、岡崎市医師会の医療圏、岡崎、幸田町内の医療機関しか対応ができなくなって

しまいますので、基本的にはどこでも結構ですと、いわゆるお医者さんで受けていただ

いた領収書を持ってきていただければ助成をするということで、これが先ほど言う緊急

措置にもつながるかなと、いわゆる流行させないための一つの方法ということで、県内

の大半の市町村については償還払い、もちろん医療圏の中の委託行為をもってやってみ
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える市町村もございますが、当面はそういった形で対応していくということです。当然、

医師会とは接種の依頼についてはお願いがしてございます。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今回の助成は、あくまでも結婚を前提ということであります。夫

婦ということでありますが、例えば今、婚約期間であって、１０月に結婚するよという、

そういうのがわかっている場合というのだったら、この３月３１日までの期間内に結婚

する夫婦であれば対象ということになるのか、あわせてお聞きしたいと思いますが、い

かがでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 対象者は、基本的に先ほどから言っております、既婚・未

婚に限らず妊娠を予定または希望している女性、これをどう解釈するかというのは非常

に難しいわけですが、基本的には妊娠を今から、いわゆる子どもさんを設けたいと考え

ておみえになる女性の方、もしくは結婚してみえる、その男性、夫の方には、対象とい

うことで対応させていただくということでございますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 今、最初のこの説明のときには、２０代から４０代の夫婦、妊娠

を希望する夫婦と言われましたけれども、この対象者は、再度の確認ですけれども、２

０代から４０代の夫婦と、それから出産を希望する２０代から４０代の方という、この

二通りの解釈でいいですかということでありますので、その点についてはどうでしょう

か。夫婦と限定しないでも、妊娠を希望する２０代から４０代の女性・男性、誰でも問

わずということでよろしいわけですね。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） ２０代から４０代と言いましたのは、先ほど議員が２０代

から４０代と言われましたので、おおよそそのぐらいであろうという意味で説明をさせ

ていただきました。基本的には、町内に住所を有します、未婚・既婚を問わず、妊娠を

予定または希望している女性、もちろん風疹の罹患歴のある方と妊娠中の方、この方に

ついては当然対象にはなりませんけれども、予定、もしくは希望している女性とその夫

ということでございますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山君。 

○13番（丸山千代子君） 議案説明のときの説明では、２０代から４０代の妊娠を希望する

夫婦ということでありましたので、限定をするのかなというふうに思ったわけでありま

すが、今の説明の中では、町内に住所を有する未婚・既婚を問わず出産を希望する２０

代から４０代の女性、またその夫という、そういうのでいいわけですね。要するに、２

０代から４０代であればいいという、そういうことで解釈してよろしいでしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 議案の説明をさせていただきましたときに、２０代から４

０代を中心としたという言い方をたしかさせていただいたような記憶がございます。２

０代から４０代に必ず限定をしますということではございません。その辺は、先ほどか

ら何度か申しておりますように、既婚・未婚にかかわらず妊娠を予定または希望してい
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る女性。婚姻関係にあるというのは非常に難しいわけですが、事実上の事実婚でなくて

も、これは内縁関係も県のほうではオーケーということも言ってみえますので、その辺

の対応については、当然、その申請を受ける時点において判断をさせていただくという

ことになろうかと思います。 

○議長（大嶽 弘君） １３番、丸山千代子君の質疑は終わりました。 

   ここで、１０分間休憩とします。 

                             休憩 午後 １時５２分 

─────────────── 

                             再開 午後 ２時０２分 

○議長（大嶽 弘君） 休憩前に戻し、会議を再開します。 

   次に、９番、水野千代子君の質疑を許します。 

   ９番、水野千代子君。 

○９番（水野千代子君） 風疹の大流行は、昨年に続き、またことしも特に患者数がふえて

おります。 

   ６月１１日に国立の感染症研究所は、ことしの風疹の患者数は、累計で９,４０８人

となり、昨年の２,３９２件の４倍となっていることを報告をされております。また、

愛知県も、６月２日までに１７９件の報告があり、昨年１年間の報告の９８件を大きく

上回っております。風疹の流行は初夏がピークとなるということから、今、この時期の

助成へとつながっていったのかなということも考えられます。 

   岡崎市の風疹患者数は、ホームページ等で見ますと、１月から５月で１３人というこ

とで、去年１年間の５人を大幅に上回っているということをホームページで報告をされ

ておりますが、幸田町の患者数はことしは何人なのか、また昨年はどうであったのかと

いうことをお聞きをいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 県内岡崎市につきましては、先ほど議員が申されたとおり

の風疹の罹患者であります。 

   幸田町におきましては、本年の１月から５月までの間に風疹の届け出のあった方につ

いてはございません。２４年度で言いますと１人ですが、この１人につきましては、２

５年の３月にかかったということでございますので、年で言えば２５年中にかかったと、

年度で言うと２４年度でございます。２３年度につきましても、風疹にかかったという

ことは幸田町ではありません。 

   ちなみに、西尾市では、２３、２４、２５年度ともゼロでございます。 

   それから、豊田市ですと、２５年度では１４人、２４年度で２３人ということで、こ

れはこの時点で言えば若干ふえていると思いますが、全体ではまだそこまでには至って

いないというような状況でございます。 

○議長（大嶽 弘君） ９番、水野君。 

○９番（水野千代子君） 幸田町では、本当に１月から５月までは、ことしはゼロ件という

ことでお聞きをいたしました。本当に風疹は隣の市も流行しているようでございますの

で、いつ幸田町にも来るかというふうに心配をするところでございますが、とにかく対
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象者の方々が予防接種を受けていただきたいと、そういうふうに思うところでございま

す。 

   助成は７月からでありますが、６月１日以降に予防接種をした場合も対象となるとい

うことでお聞きをしております。既に始まっているところでございます。その周知方法

でございますが、確かに６月７日の地元の新聞には出ておりました。領収書を持って窓

口へ来てくださいということも載っておりました。しかし、地元の新聞をどのぐらい町

内の方が見たのかなというと、それも疑問でございます。 

   また、この６月７日以前に既に予防接種を受けられて、領収書もなくしてしまった方

がいるかというふうに思います。そのときの対応はどうされるのかということと、また

そのときの新聞報道以降、何らかの問い合わせがあったかどうかということをお聞かせ

をください。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 対象につきましては、６月１日からのものを７月１日から

適用していくということになりますけれども、新聞報道にもありましたけれども、町の

ほうとしては、ホームページであるとかでも、今、周知をしております。今後におきま

しては、先ほどの答弁にもありましたように、広報であるとか、医療機関にチラシ等を

置いて周知を図っていきたいということを考えております。 

   ６月７日以前にもしそういう方がお見えになった場合は、当然、接種の履歴というの

は各医療機関のほうには残っておると思いますので、基本的には領収書を持ってという

ことでありますので、再発行していただけるかどうか、その辺はわかりませんが、そう

いった中で対応させていただきたいというふうには考えております。その医療機関の対

応状況によって検討させていただきたいと思いますが、対象としては、６月１日からは

対象ということですので、そういった対応をしていきたいというふうに考えております。 

○議長（大嶽 弘君） ９番、水野君。 

○９番（水野千代子君） それでは、既に問い合わせはあったかどうかというのはお聞かせ

を願っていないわけでありますが、お聞かせをいただきたいというふうに思います。 

   それから、申し込みは、直接本人が、接種希望の方が直接医療機関へ電話して申し込

む、そしてまた接種を受けていただいて、領収書を持ってきていただいて、窓口で償還

払いをしていただくと、こういう流れになるかというふうに思うわけでありますが、先

ほどからホームページ等も周知の方法であったというふうにお伺いをいたしました。 

   ホームページも私も見させていただいて、今、印刷して持っているわけでございます。

先ほどの部長の答弁で、対象者でありますが、ちょっと細かいことを言いますと、この

ワクチンの対象者は、読ませていただきますと、「幸田町に住民登録のあるかたで、妊

娠を予定又は希望する女性およびその夫。ただし、現在妊娠中の女性とその夫、又は風

疹の罹患歴がある方は除きます。」ということで書いてあります。 

   これ読みますと、その夫なんですよね。やっぱり既婚者というふうに読めるわけでご

ざいますので、この辺で先ほどもいろいろ御答弁をされておりましたが、例えば結婚の

予定のある方だとか、内縁もオーケーということも言われましたので、例えば今後、多

分、この町のホームページの費用の助成のところの内容ももう少し細かく、この議決が
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通りますと、補正が通りますと、細かく出されるのかなというふうに思いますので、そ

のときにこの対象者のところももう少し詳しく書いていただければいいのかなというふ

うに思いますが、その点についてお考えをお聞かせを願いたいというふうに思います。 

   それから、接種をする医療機関でございますが、先ほど少し御答弁がありましたが、

以前では予防接種と言いますと、医療関係で、岡崎市または幸田町の病院ということで

伺っていたわけでありますが、今回は償還払いでございますので、例えば蒲郡市でも西

尾市でもどこでもいいよということで理解していいのか。 

   また、例えばその間にどうしても県外へ出ていってしまって、１カ月ぐらい帰れない。

だけれども、妊娠は希望していると、そういう方がおられましたら、そういう方も県外

でも打っていただいて、領収書さえ持ってきてくださればいいのかどうかということも

お聞かせをください。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 済みません、問い合わせはということで、答弁を忘れまし

た。 

   今現在まで二、三件の問い合わせがありました。もちろん、その前にも風疹の報道が

されている中で、予防接種の助成はしないのという問い合わせはありましたが、先ほど

の新聞報道以降、二、三件の問い合わせがあるということでございます。 

   それから、対象者の関係で、夫というのが非常にわかりづらいということだと思いま

すけれども、婚姻の届け出をしていないんですけれども、事実上婚姻関係と同様の事情

にあるものを含むということで定めさせていただいております。これもあやふやだと言

えばあやふやでございますけれども、男性は基本的に同居して事実上婚姻関係があるな

らば差し支えないと認めるということで、これは県のほうの見解で示されておりますの

で、本町についても同等のものということで取り扱いをさせていただきたいというふう

に思っておりますので、よろしくお願いします。 

   それから、医療機関につきましては、やっぱり原則は、皆さんが岡崎の医療圏の中だ

けでとどまらず、これは県内の緊急措置ということでございますので、県内の医療機関

どこで受けていただいても対応ができるように取り計らいをするということで、今回、

償還払いという対応でさせていただいておりますので、よろしくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ９番、水野君。 

○９番（水野千代子君） 県内のということで、県外では今回もだめということで理解して

いいのかということをお聞かせを願いたいというふうに思います。 

   それから、先ほど言われましたホームページの文言でございますが、県ではそういう

ふうに書いてあっても、町のホームページの出される内容の中では、そのようなことが

うたってございませんので、ぜひともその辺についても誤解を招かないような、そうい

う文言を書いていただいて周知をしていただきたいというふうに思いますので、よろし

くお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 済みません、医療機関につきましては、県内・県外問わず、

どこでもという言い方は変ですが、どこの医療機関であろうと、そこで接種をし、領収
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書を受けていただければ、町内の住所を有している方であれば対応ができるということ

でありますので、よろしくお願いします。 

   それから、ホームページの表示の仕方、私もちょっと見ましたが、確かに議員言われ

るところについては、若干不明な部分がございますので、一度、その内容については、

表示の仕方を工夫しながら掲載をしていきたいというふうに考えておりますので、よろ

しくお願いします。 

○議長（大嶽 弘君） ９番、水野千代子君の質疑は終わりました。 

   次に、１０番、夏目一成君の質疑を許します。 

   １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） ４５款の土木費、親切行政推進費について言うと４５０万円ですけ

れども、これについてちょっと質問してまいりたいと思います。 

   先ほど池田議員の質問で、ちょっと私も競合するところがありましたので、いろいろ

書き加えましたけれども、聞けなかったところを再度お願いしたいと思います。年式、

それから走行距離、燃料はどんな燃料を使っていたかということをお聞きします。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） それでは、この廃棄となった車の年式につきましては、平成１

７年式ということで、約８年間でございますけれども、走行距離数も８万６,５４５キ

ロということでございます。あと、修理等も５回ほど行っております。 

   燃料につきましては、新車購入時点では軽油ということでございましたけれども、平

成１７年から４年経過後の平成２１年の７月１日からは、バイオディーゼルの燃料を導

入ということで行っております。 

   これにつきましては、ごみの減量化とか、地球温暖化防止と環境型社会の構築に向け

た使用済み食用油の回収を行い、精製しながらバイオディーゼル燃料として公用車で使

用するということになりまして、平成２１年からことしまでの４年程度でという状況で

ございました。 

   なお、軽油からバイオ燃料に変える場合、エンジンの改造というのは特に行う必要が

ないということで、当初、入れかえ時点、２１年時点ですけれども、そこで油を抜き、

空にした状態で、そこに対してバイオ燃料を投入したというふうな状況でございます。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） それでは、この直近の整備記録と、それからどこの整備工場で整備

したかということと、こういう状態になったわけでありますけれども、こういう運行を

指示した人というのは、どういう方が指示したかということをお聞きします。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） それでは、整備しております工場につきましては、当時、購入

した会社、手嶋オートサービスということで定期点検等を含めて整備を行っていたとい

うことでございます。 

   また、運行指示につきましては、親切班の作業でございますので、町の土木課職員が

作業指示を行うとともに、運行指示を行っているということであります。 

   また、整備士による定期点検、６カ月点検も含めて、そういった内容につきますと、



- 50 -

法定点検を、昨年、直近では平成２０年４月９日に実施しておりまして、オイルの漏れ

点検とか、オイルの取りかえ、またオイルエレメントの取りかえなどを行っていると。

また、６カ月点検につきましては、昨年の１０月２０日に実施しております。 

   それ以外にも、毎月の点検、これにつきましては、手嶋オートサービスではなくて、

愛知自動車になりますけれども、点検を行っていたということであります。 

   また、始業点検等も、実際、毎朝、親切班としては、ランプ切れとか、そういったも

のを含めた始業点検を行ってから出庫しているという状況であります。 

   特に、幸田町の公用自動車管理規程というのがございまして、その中でも整備管理者

と整備管理補助者というのがございますけれども、整備管理者は、ここで申し上げます

と愛知自動車の整備士になりますけれども、毎月点検しながら、整備管理補助者は町の

職員でございますけれども、記録をとりながら、その都度、整備をしながらやっておる

というような状況でございます。 

   以上です。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） じゃあ、そのときの始業点検簿があると思うんですけれども、それ

をちょっとまた見せていただきたいと思います。 

   それから、こういうエンジンを焼きつけさせた原因というのは、どんな形で見られて

おりますか、ちょっとお聞きします。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 点検簿につきましては、事務的な部分でございますので、これ

については、この中での対応ということで、特に議会での提出ではなく、こういったも

のを閲覧していただくような形でよろしければ、そういった形で行いたいと思っており

ます。 

   また、エンジンの焼きつきの原因でございますけれども、エンジンそのものを分解し

ないと原因は突き詰められないわけですけれども、最終的にはエンジンオイルの状況を

含めた潤滑機能、エンジンオイルの潤滑機能が発揮していなかったんではないかと。そ

ういった面が多分にあるということで、それが大きく要因として考えられるんではない

かなということでおります。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） それと、皆さん車を洗っておられるので、よくわかると思うんです

けれども、エンジンをかけると、オイルの警告ランプがあるんですけれども、これが消

えると思うんですよね。焼きつけを起こしたということは、これが赤でつきっ放しだっ

たということだと私は思います。そういう車にもかかわらず、乗って仕事に行けという

指示を出した人に対しても、かなり責任があると思うんですが、その辺のところはどう

でしょうか。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、通常、親切班の作業員からそういった点検の報告、始業点

検も含めた報告を受けて、土木課の職員がそれを確認しながら自動車整備士と調整をし

てきた。その中で、実際、５回ほど修理を行っております。 
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   例えば、オイルフィニッシャーの修理、オイルの油圧計、圧力のフィニッシャー修理

とか、ＤＰＤスイッチ、いわゆるＤＰＤというのはすすを燃やすスイッチでございます。

そういった部分の修理、またアイドリングのアップスイッチとか、またピニオンクラッ

チセットといったもろもろの取りかえを行っております。また、フューエルフィルター

エレメントキットというふうな取りかえも行って、全体で５回の修理を行っているとい

うことで、いろいろと駆使しながら修理を重ねておるということで、ただその原因追及

までに及べなかったということが、その要因となっているかと思います。 

   少なくとも、経常的にふぐあいが生じているというふうな状況は避けらないわけでご

ざいますので、最低でも小まめなオイル交換、またエレメント交換というのが必要であ

ったということは、大変反省するところでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） 確かにそのとおりでありますけれども、この車をちょっと検証する

には、この車両はどなたが保管しておられるか、お聞きしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） この件につきまして、車両について、既に廃車処分をされてい

るわけですけれども、その整備士等も直接ヒアリングしながら、その廃車後の車につき

ましては、適切に処分されたということで、整備工場から解体業者、これは名古屋に本

社のあります会社で、岡崎とか西尾に支店がございますけれども、そちらに引き渡され

たということでございます。 

   特に、我々としましては、当時の写真とか記録簿、こういったものがないかというこ

とで追及しているところでございましたけれども、実際、現在のところそこまでには至

っていないというのが現状でございます。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） この車をこんなに早く処分しなきゃいかんかったかなと思うんです

けれども、先ほども検証しなきゃわからないよというお話もありましたけれども、これ

じゃあ検証のしようがありません。そう思いませんか。何か、僕はもっと本心の理由が

あったと思うんですよね。それをお聞きしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 当時、補修をするのか、更新するのか、廃車するのかという判

断につきましては、相当検討されていたと思います。ただ、それを検証するに当たって、

バイオ燃料を入れておりながら、その後の追跡調査が十分できていなかったというふう

に、これは認めざるを得ないと思います。これについては、大変申しわけなかったかと

思います。 

   ただ、その当時、補修費として１００万円以上がかかるというふうな状況であったこ

と、またその部分の予算的な問題、また車検が４月ということになっておりまして、３

月での状況ということで、前担当者も含めたいろんな面で確認しましたところ、任意保

険の関係、年度またぎというようなこともございましたので、親切班体制も事実上１台

なくても今の時点は稼働している状況でございますので、そういった面でも廃車という

選択を庁内でさせていただいたということでございますので、よろしくお願いしたいと
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思います。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目君。 

○10番（夏目一成君） それはわからんでもないんですけれども、手続さえすれば廃車はで

きるもんです。現物を残して、廃車して、保険とか、そういうものはできるわけですか

ら、それをなおかつやったということは、何か私に関しては納得いかないなということ

があります。 

   それから、これ４５０万円もかけて損害を与えたことに対して、担当者としてどんな

気持ちでおられるか、ちょっとお聞きしたいと思います。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 実際、エンジンにつきましては、なかなかそういった面で現物

がないという中で、証拠となるものがないか、そういったものも私自身も調査をしたわ

けですけれども、残念ながら物がないという状況でありました。 

   ただ、できる範囲での当時のヒアリングを行いながら、整備工場への整備士、メカニ

ックへの原因追及を行っているわけですけれども、その中でも、これは製品はいすゞな

んですけれども、そのメーカーからも、なかなかバイオ燃料を入れたことによる時点で

ノークレームという部分もございまして、原因が複雑になるというとこら辺から、追及

は難しいというふうに考えております。 

   また、このバイオ燃料のもとの提供しております太田油脂に対しても私ども直接ヒア

リングしまして、使用済み食用油売買契約書に基づきまして、その責任を追及してみた

んですけれども、実際にその品質につきましては、ほかへ出荷しているものと同等の、

今、国交省が示している品質は確保されているという結果が来ておりますので、そうい

った面でも、この燃料の品質については問題がない。そういう面では、このバイオとや

かくではなく、実際にこの整備の状況が怠っていたというふうなことが言えるんではな

いかと思います。 

   ただ、これにつきましては、特にこのバイオ燃料を入れた部分で、これは国が出して

いるガイドラインでは、６カ月点検のみならず３カ月点検をするべきだというふうなこ

ともガイドラインとして示しておりますので、そういった面で、日常点検、こういった

ものに十分対応できていなかったということが反省するところでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １０番、夏目一成君の質疑は終わりました。 

   次に、１４番、伊藤宗次君の質疑を許します。 

   １４番、伊藤宗次君。 

○14番（伊藤宗次君） まず、町長に答弁を求めたいと思います。 

   久方ぶりの６月補正予算ということの私は受けとめ方をいたしております。そもそも、

６月補正予算というものの考え方、これはどういうふうにお考えなのか、まず答弁がい

ただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） 補正予算につきまして、６月につきましては、通常は当初予算を

組んだばかりで、すぐやるべきではないというふうな考え方を持っております。 

   以前、どなたかも、それは必要のあるときはやればいいじゃないかというお話もされ
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た経過は存じ上げているところでありますけれども、特に緊急やむを得なく行うものに

ついては、９月を待たずでも、なるべく早くして対応をとりたいということで、今回は

そのようにさせていただいたわけでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 何か嫌みたらたらと言われるようですが、私は確かに申し上げた。

必要があれば、６月補正もいいじゃないかと言ったとき、あなた方は何と言った。私が

６月でもやればいいじゃないかと言ったときに、あなた方は何と言ってきた、答えてき

たかということを、私は町長を含めてお伺いをしとるわけです。どういう対応をされて

きたのかということと、今回、６月補正をされたということとの問題、関連性はどうな

のかということのお尋ねであります。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） 先ほど申し上げたように、今、必要があったということで、今回

は提案をさせていただいておるわけでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） その必要があればというのは、提案者の必要性の問題だ。じゃあ、

その必要度は誰が理解をするのか。議会から、おいやったらどうかと言ったら、あなた

方は、それじゃあ組むか。要は、予算編成者の尺度なんです。何をもって必要とするか。

その関係については、ずっと一定の経過から含めてくるならば、考え方はきちっとされ

ておったはずなんだ。必要があればという曖昧模糊のような判断じゃなく、それをお尋

ねしとるわけです。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） 先ほど申し上げたように、町民の要望が非常にあったということ

でございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 再度確認をする。 

   過去のことはともかく、あなたの答弁は、町民の要望があったからやったんだと。間

違いないですな。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） いろいろ物は考えようがありますけれども、いろいろ一つ一つに

ついて町民の皆さんからの御要望もあるし、今の時期に対応しなきゃまずいだろうとい

うものもある。そういう総合的な判断で、今回やらせていただきました。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 過去の事例から言いますと、率直に申し上げて、大浦町長の１期目

の後半部分から６月補正予算というものはなくってきた。なぜかと言ったら、先ほど町

長も答弁されたように、当初予算で年間を見通した予算を組んで、３カ月もせんうちに

すぐ補正だと。これは理屈に合わんじゃないかという理屈に通った話なんですよね。そ

れはそうですわ。 

   議会のほうも、私が入ったころは、６月補正の予算ねだりもするわけだ、議会のほう

や、あるいは議員のほうがね。あれやれ、これやれ、当初予算に漏れとったじゃないか
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と、６月があるじゃないかと言って、議会や議員のほうが、言葉が悪くて御免だけど、

おねだりをする。当局のほうも、そうだわねと言って、６月補正は定例化しとるから、

よっしゃっとやった。これが歴史の経過だ。 

   大浦町長のころに、それはまずいと、せめて半年間ぐらいは当初予算を見通した中で

年間予算を組んだもんだ。そうぽろぽろじゃないかと言って、なくなった。なくなった

ときに、その後の町長も含めて、６月補正の基本的な考え方は何かと、そういうものも

明らかにされてきた。町長の言うように、町民の要望があれば、内容を見きわめて、よ

っしゃ、よっしゃなんていう、そんな選択肢はない、迎合だ。当時は、私はそうだとい

うことは申し上げておらん。あなた言われように、誰かさんがと、誰かさんというのは、

私が言ったわけだ。必要あればやればいいじゃないかと言ったときに、あなた方はそう

いう答弁をしてこなかった。 

   どういう答弁したか。それは制度的に改廃がされて、予算の補正をしなきゃならんよ

うな状況があったときには、６月の補正予算を組みましょうと。それ以外に、町民の要

望、よっしゃよっしゃと。選挙が近いからな、選挙を控えてちょっと点数とらないかん

かなと、そんなよこしまな考え方はない。というのがずっとやられてきたから、ともか

く当初予算が年間見通しを組んだ。組んだけれども、手違い、間違い、勘違いというの

は誰でもあるし、町民の要望もあるから、６月補正組めと言ったときには、嫌だ、嫌だ

と、さんざん拒んできた、あなた方。今じゃあ、町民の要望があればと。しかも、伊藤

宗次言ってきたじゃないかと、そんな切り返しをしたって、そんなん議論にならへんわ

けだ。あなた方どういう立場をとってきたのか。あなたも、副町長、助役という形で経

験してきて、６月補正のあり方については、私がるる述べなくても、わかっとるはずだ。

そういった点で、再度答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） 伊藤議員のお話は拝聴させていただきますけれども、今回におき

ましては、老人福祉センターのところゲートボール場の屋根とか、大風が吹きまして、

穴があいて、老人の皆さんが困っていらっしゃる。それから、先ほどの皆さんからあり

ますいろんな内容につきましても、早急に対応すると、６月から対応したいというよう

な問題もございます。 

   このダンプにつきましても、確かにいろいろな問題がございますけれども、町民の皆

さんが親切の皆さんにつきましては、非常に待望している。早くそういう体制をつくっ

て地域をきれいにしていきたいということも考えまして、今回やらせていただくもので

ございますので、ひとつよろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 今回の６月補正は、老人いきがい対策ということで、ゲートボール

場のテントが破れたじゃないかと、親切ダンプがエンコしちゃったわなと。そら、理由

なんか幾らでもできるわけですよ。補正予算を組んだときに、どういうへ理屈・は理屈

というと、またどこかの文書に書かれるけれども、へ理屈・は理屈つければどんどん出

るわけです。 

   例えば私が言えば、老人いきがいのセンターの関係で、里ゲートボール場の、あれは
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三つに分かれとるな、シートがね。真ん中が破れた。東西は、何が残ったのかという点

から私がぱっと見たときに、これは明り取りがいいじゃないかと、明るくなっていいじ

ゃないかと。それをあなた流に言えば、そういうふうになる。立場が違えば、考えが違

う。しかし、東西は二重シートできちっとしとるわけだ。真ん中は１枚だけで、明り取

りをしとったということもあって、風にあおられてぴらっとやったら、あれ全部ずっと

取ってみれば、きれいになるわ、明るくなるわ。夏の日照がえらいわと言ったら、暑か

ったら東西に分かれれば、そこはまた日陰になるじゃないかということも含めていくな

らば、今までだったらそういう対応をする老人クラブ等に、いや、もうちょっと待っと

ってくれと。３月に組んで、すぐに６月というのは、やっぱりまずいと。９月までちょ

っとえらいけれども、両側に日陰になるシートもあるじゃないかという対応をしてきた

はずですよ、あなたは。 

   ですから、私は通告の中で、じゃあどういう対応をされたのかと。これから組んで、

教訓は何かと。ほかにもありますよ。そういう、破れたついでだから、真ん中ぴっと破

れたほうがかえっていいじゃないかという選択肢も出てくる。それがいいということじ

ゃない。どういう検討をされてきたのかと、こういうことをお尋ねしとるわけでありま

す。 

○議長（大嶽 弘君） 町長。 

○町長（大須賀一誠君） 屋根つきのゲートボールのほうに入っちゃったらちょっとまずい

かなと思うんですけれども、今おっしゃるんで、要は、性が抜けちゃっているんです、

現実は。私は最初は、あそこだけぺたっと上だけをやってほしいということをやったわ

けですけれども、現状、行ったら、とてもじゃないがだめだと。これはもうどんどんど

んどん行っちゃうと。 

   老人福祉センターにお越しになった老人の皆さんがせっかくゲートボールをやるのに、

それはかわいそうだなということで、あえて今回、そのような形で行いましたけれども、

６月補正の考え方につきましては、伊藤議員が先ほどおっしゃるように、緊急性の問題

も考えまして、今後もさらにもし緊急性があるものについてはやらせていただくけれど

も、当面、３月で予算を組んだものについては、９月まで辛抱していただくというのが

原則かなと思いますけれども、今までの経過はそういうことだったと思いますけれども、

地域の皆さん方のいろんな御意見を伺いながらやってまいりたいというふうに思ってお

りますので、ひとつよろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） この補正予算の内容が議会で議案説明された、その後に、現地に行

って見てきて、またきのうも行ってきましたが、うまくきれいに取っちゃったな。前は

びろびろだったぞ、丸がびろびろと。あんたたち何か言うと、今度はきれいにさっとや

って、まだ全部は取ってへんわな。性が抜けとるのは、ぴっとやれば、ぴぴぴときれい

になっちゃうわけだ。あんたたち賢いなと。そんな話はいいや。 

   要は、今回、こういう形の中で、この設置が２,７６０万円ですか、約半分がテント

のシートということで、ほかの屋根つきのゲートボール場は、形としてはかまぼこだ。

あそこはサーフィンかな。波が、ウエーブがある。ウエーブがあるということは、そこ
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に風の当たりが違うわけですわ。そうした点からいくと、あの形状を変えるのが一番い

いかなと思うけれども、そんなことになるとえらい金になるもんだ。 

   そうしたときに、やっぱりそっちの選択肢としては、強度のある材質を使ったシート

にしてもらいたいなというふうに思うわけですが、ここでほかのほうにいきますと、ポ

リエステルの塩ビコーティングという形になっております。これでやられるのかどうな

のか、答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 今回の里ゲートボール場のテントの素材でございますが、

現在のものにつきましては、ポリエステル布にフッ素コーティングのしてあるテントで

ございます。これの現状を見まして、先ほど議員言われるように、このままでいいのか

ということも含めて検討させていただきまして、さらに強度の強いもの、現在のフッ素

コーティング処理のしてあるものの１.５倍ぐらいの強度があるということを言われて

おるポリエステル布に酸化チタン光触媒コーティング処理のしてあるテントを採用した

いということで考えております。 

   ちなみに、厚みにつきましても約１.２倍、耐用年数も、現在のフッ素加工のものに

つきましては１０年程度と言われておりますけれども、１５年から２０年と言われてお

るものでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 対応する老人クラブの会長に、おい、１,３００万円はちょっとえ

らいじゃないかと言ったら、長年社会に貢献してきたんだ、目つぶってくれやという話

もお聞きをしました。 

   だから、私はそれを否定するもんじゃないですわ。要は、形の中できちっとしたもの

をつくって、長もちするようにやっていただきたいということと、もう一つは、先ほど

の冒頭に戻るけれども、６月補正については、必要があればやればいいじゃないかと言

ったときは、誰だそんなこと言ったやつはなんて切り込みをして、ちゃんちゃんばらば

らなんかやりたかねえだ。 

   だから、問題はそこまで行ったということですが、要は、そういう形の中で、材質の

関係、あそこの形状を何とかしたいなというような思いはいたしております。しかし、

それを今やればもっとお金がかかるんで、あの形状を生かしながら強度のあるものをや

っていただきたいということを申し上げておく。 

   予防接種の関係からいけば、２０代だ、４０代だという年代特定がされておりますけ

れども、そうじゃなくて、要はこのワクチン、予防接種の関係の歴史からいきますと、

小児ワクチンということで、生ワクチンだ、あるいは三種混合だと、あるいはこれにつ

いてはいろいろあって、今、障害を持っとる人たちも、小児ワクチン、生ワクチンなの

かというような形の中で、ワクチンに対する接種に対して国民的な運動やら反対運動が

起きて、行政のほうがびびって、ワクチン全般を一時期手を引いたというのはちょっと

語弊があるけれども、ワクチン接種については慎重になっちゃって、あれもやめ、これ

もやめと、そういうはざまのときに、その該当する年齢におった子どもたちが成人を迎

える、あるいはそれに該当するような、いわゆる予防接種そのものが非常に端境期にあ
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ったときの問題が、今、風疹という形の中でやってきた。 

   という点からいけば、やっぱり生ワクだ、あるいは加熱処理だというような形の中で、

国の政策がうろうろうろうろしてきた。その被害者が現にあるんだという点からいけば、

私はその対象として救済の関係は幅広く捉えていくべきだろうなというふうに思います。 

   それと、あわせて時限の年度限りのやつだよといったときに、じゃあ幸田町は今後ど

うするのか。県補助だと言っても、県補助がなくなっても、それに該当する、あるいは

そういう危険性を持つ子どもたちと言ったら語弊になるな。町民は見えるわけですよね。

そういう人たちが件数的には年々減っていくだろうといったときに、制度的に我がまち

としてこの問題はどうするのかというのが一つの問題。 

   それから、年度限りであったとしても、これは年度限りの関係は、事務委任と。償還

払いの５,０００円、５,０００円もらうために仕事を一日休んでという選択肢かどうか

になってくるときには、償還払いじゃなくて、受領委任という形が選択できないかどう

か。二つについて答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） テントにつきましては、議員おっしゃられるとおり、私ど

ももしっかりと検討して対応してまいりたいというふうに思いますので、よろしくお願

いします。 

   それから、風疹のワクチンの接種の対象ということでございます。先ほどもほかの議

員のときにも御答弁申し上げましたが、未接種の時期がありました。この方たちの接種

率が確かに低いというのは私も承知をしておるところでございますが、先ほど申しまし

たように、今回は、いわゆる風疹に妊娠をした方がかかってしまうと、その胎児に影響

があるというところがまず一番の大条件でありまして、そこの部分の方についての対応

をさせていただくということで御理解をいただきたいと思います。 

   それから、今後の補助の関係につきましても、先ほど県の考え方もちょっとお伝えを

させていただきましたが、町におきましても、当然、これは今後の風疹の流行ぐあいも

含めまして当然考えていくべきであろうというふうには考えております。 

   ただ、さっき言いましたように、ほかの市町村の動向、県の動向も含めまして、その

辺をあわせて検討していきたいということで考えておりますが、当面は今年度限りとい

うことで取り扱いをさせていただきたいと思います。 

   それから、事務委任の受領委任の関係でございますが、受領委任につきましては、こ

れは簡単に言いますと、接種をしたい方が医療機関の窓口に行くと、打って、何も払わ

ず、もしくは一部の負担をして、それで完結をするということでございますが、いかん

せん今回の方については、対象者というのが実は定めてございます。この対象者の方々

を医療機関で判定するというのは、基本的にはなかなか困難であります。そのために、

当然、まず一旦申請行為を起こさなければならない。こういった手続というのは、当然

必要になってくると思います。これは、今回の申請をしていただく行為と同じというこ

とですし、さらに委任の支払いにつきましては、医療機関と実は全て調整契約行為を行

わなければ、その医療機関で行っていただくということについてお願いができません。

これがどこの医療機関で行われるのか、これは私どももわかりませんので、その時々に
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そういった調整契約行為を行わせていただくということは、受診をする時期がさらに遅

くなってしまうというのもありますし、医療機関によって、いわゆる自由診療でござい

ますので、単価が多分違うと思います。 

   そういった意味では、それらの調整も含めまして煩雑になるということで、この受領

委任というのは、岡崎医療圏の範囲でしたら何とか可能でございますけれども、それ以

上に広げるというのは難しいということで、今回はこの償還払いという対応をさせてい

ただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 要は、私は受領委任をなぜやるかと言ったら、それは一つは、時限

立法で、今年度限りだったら、受領委任はまあひとつというのも出てくるだろう。しか

し、要は、あなたも言われるように、一応、今年度限りの時限立法だけれども、県のほ

うも今後の流行の状況を見ながらさらに検討したいということであれば、私は受領委任

という形で、より周知、あるいはよりその対象者が医療機関に行かれるような、そうい

う条件づくりを、基盤づくりといいますか、それを一つは必要性とあって、受領委任と

いう選択肢が出てくるであろうなというふうな感覚で物を申し上げました。そうした点

で、今後の動向も見ながら、私は基本的には受領委任という形の中でこの問題が対処さ

れ、改善がされていくことを求めていくものであります。 

   次に、親切ダンプの関係で、年式とか走行距離、それからオーバーホールの関係は、

大体お聞きしました。時間がないんで、再度の関係は抜きます。エンジン仕様は何か。

このオーバーヒートの関係で、ある日突然、そういうエンジン不調を起こしたのかどう

なのか、説明答弁がいただきたい。 

○議長（大嶽 弘君） 健康福祉部長。 

○健康福祉部長（鈴木 司君） 受領委任につきましては、先ほどお話ししましたように、

とりあえず今これで実施をしていきますと、当然、年度末以降につきましても、次年度

以降の対応については検討していくと。 

   県内の体制も全て整い、そういった状況も含めながら、当然、その受領委任の中で対

応ができるということになれば、当然考えていきたいというふうに思っておりますので、

よろしくお願いいたします。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） それでは、この廃棄となったエンジンの仕様でございますけれ

ども、そもそもこの車につきましては、平成１７年に、当時、１２社による入札で手嶋

オートが落札しましたものでございます。１７年の４月２８日に自家用小型貨物ダンプ

ということで初回登録されたものでございますけれども、いすゞのエルフで、最大積算

量は２トンという形でございます。５足マニュアルの乗車定員３名ということで、エン

ジン、原動機の形式につきましては、４.７７リットル、約４.８リットルの軽油燃料の

ディーゼルエンジンということで、１３０馬力ということでございました。 

   なお、平成１７年のＮＯｘ・ＰＭ対策地域としての低ＰＭ認定車ということでござい

ました。 

   なお、先ほど申し上げましたように、平成２１年の７月にバイオディーゼルに車検登
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録の変更も行っているというふうな状況でございます。 

   また、それ以前からそういった兆候があったんではないかということでございますけ

れども、先ほどもお答えさせていただいたように、ある程度のランプ等の異常がござい

ました。そういった面では、その原因追及、修理も含めて、なかなか十分に行われてい

なかった部分があるのではないかということと、この廃車に至る前、２週間ほど前です

けれども、運転者のほうから同じように異常音があるということで、２週間前に運転者

から町の職員、また整備者のほうに相談をして点検を行っておりますけれども、その時

点でも特に異常等を追求できなかったということが、その時点で停止しておれば、エン

ジン焼きつきまではなかったのかもしれませんけれども、そういった面では、我々の部

分としても、オイル交換、こういったものを小まめに行いながらというとこら辺が欠如

していたのかなというところは、大変反省するところでございます。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） 整備記録及び点検記録については、資料として提出ができるか、で

きないか。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 今、点検記録等、引き継いでいるものがございますので、そう

いったもので出せる範囲のものを検討しながら、残っているものがわずかではございま

すけれども、そういった中で検討したいと思っております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤君。 

○14番（伊藤宗次君） そんなもん、出せる範囲と、誰が範囲を考えるの。廃車すると、廃

車しちゃって、もう車あらへんと。私流に言わせれば、証拠隠滅を図ったなと。そんな

ふうに言われても、出せる範囲のものは出しますというのは、範囲の特定なんて誰がや

るのかということですよね。 

   私がなぜこだわるのかと言ったら、ある日、突然ですわ。２時間前に不調だというの

は、エンジンオイルの点検がきちっと必要量が満たされているかどうか。それから、軽

油たる、あるいはバイオ燃料の問題がある。竹本油脂へ給食センターの廃食用油を持っ

ていって、そこでバイオ燃料になってくる。そうしたときに、燃料の混合をやったんじ

ゃないのか。軽油でなきゃいかんのを、バイオ燃料に変えて、バイオ燃料でありながら、

軽油をやってきたというトラブルは、これはエンジンをぶっ壊すわけだ。という点から、

通常から今日、相手はいすゞだ。いすゞのエンジンというのは、私はほれこんどるとは

申しません。そんなことは言っとるわけじゃない。要は、オイルが適切であったか、燃

料が適切であったか、もうそれしかないんです。ある日、突然、ぴしゃっととまるなん

ていうのはね。 

   そこら辺の原因究明をするときに、証拠隠滅を図りましたが、出せる範囲だというの

はあかんのでな。たまたま私の所属しとる委員会に回ってきますので、じっくり話をし

ましょう。 

○議長（大嶽 弘君） 建設部長。 

○建設部長（近藤 学君） 大変失礼しました。資料につきましては、提出させていただく

ということでお願いしたいと思います。 
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   また、バイオ燃料の導入方法につきましては、燃料タンク内の洗浄を行った上でバイ

オ燃料を投入する。もちろん、洗浄も当時どうだったのかという部分がございます。た

だ、これについては記録が残ってございませんので、そういった面では、今、ガイドラ

インで示されている、そういったオイル交換、オイルエレメントの交換を頻繁に、また

３カ月点検を推奨しているということでございますので、そういった日常点検をしっか

り行っていくことが大前提であると。また、もちろん今議員が言われたように、記録を

しっかりとるという部分も教訓に受けながら対応したいと思っております。 

○議長（大嶽 弘君） １４番、伊藤宗次君の質疑は終わりました。 

   以上で、第３６号議案の質疑を打ち切ります。 

   これをもって、質疑を終結いたします。 

   ここで、委員会付託についてお諮りします。 

   ただいま一括議題となっています第３０号議案から第３６号議案を、会議規則第３９

条の規定により、お手元に配付の議案付託表のとおり、それぞれ所管の常任委員会に付

託いたします。 

   各常任委員長は、ただいま付託いたしました議案の審議結果を来る６月２５日までに

作成し、６月２６日の本会議で報告願います。 

   委員会の会議場は、お手元に配付のとおりでありますので、よろしくお願いいたしま

す。 

   ここで、日程変更についてお諮りいたします。 

   お手元に配付の会期日程では、明日６月１４日は本会議となっておりますが、質疑は

本日既に終了しました。よって、明日６月１４日の本会議は休会といたしたいと思いま

す。これに御異議ありませんか。 

（「異議なし」と呼ぶ者多数） 

○議長（大嶽 弘君） 御異議なしと認めます。 

   よって、６月１４日の本会議は休会とすることに決定いたしました。 

   以上をもって、本日の日程は終わりました。 

   本日は、これにて散会いたします。 

   次回は、６月２６日午前９時から会議を再開いたしますので、よろしくお願いいたし

ます。 

   大変長時間、御苦労さまでありました。 

                             散会 午後 ２時５５分 
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